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国の物質フローは図 1-1 に示したとおり、約 15.7 億 ton の総物質投入量に対し 5.6 億 ton の廃棄
物等が発生し、このうち 2.4 億トンが循環利用された[1]。また、都市から排出される都市廃棄物
（MSW: municipal solid waste）のうち、市町村が処理責任を負う一般廃棄物の発生量は約 4,500
万 ton にのぼる（平成 24 年度）[1]。廃棄物の処理の優先順位は循環型社会形成推進基本法[2]に
より 1) 発生抑制、2) 再使用、3) 再生利用、4) 熱利用、5) 適正処分、と定められている。同法
は廃棄物を循環資源と捉え、その循環利用を規定している。MSW の処理には熱回収を含むこの






図 1-1 わが国の物質フロー（平成 23 年度）[1] 
 
 また、低炭素社会形成の観点からは、我が国の温室効果ガス(GHG: greenhouse gas)排出量約
13 億 800 万 ton-CO2eq/yr のうち、廃棄物部門由来の排出量は約 3,500 万 ton-CO2/yr を占める
（2011 年度）[4]。総排出量の 2.6%と廃棄物部門の寄与は僅かに見えるが、これは廃棄物の焼却
時の CO2や有機物の分解に伴う CH4、N2O 等の直接排出に由来する量のみであり、廃棄物処理時
の電力等消費エネルギーに起因する排出はエネルギー部門で計上されていることを鑑みれば、廃








向の 1 つとして掲げられている。バイオマス由来の CO2排出はカーボンニュートラルの観点から
GHG として計上されない一方、多くの途上国が直面している課題であるように、適正処理がなさ














 本論文の構成は図 1-2 に示したとおり、まず、2 章において廃棄物系バイオマスをはじめとす
る MSW の 3R に関する政策と、その取組状況を評価・管理するための評価指標について整理し
た。また、厨芥類を例として、厨芥類や食品ロスの定義、発生実態や 3R 政策、ライフサイクル




器包装からバイオマスプラスチックへの素材代替による GHG 削減効果を明らかにした。4 章で
は廃食用油を原料とした BDF（biodiesel fuel）化について、新長期排ガス規制適合車両等で不具
合が一部指摘されている従来の脂肪酸エステル（FAME: fatty acid methyl ester）から成る第一
世代 BDF から、より軽油に性状が近い炭化水素から成る第二世代 BDF への技術革新による環境
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2. 厨芥類をはじめとする都市廃棄物の 3R（Reduce, Reuse, Recycle） 




Waste prevention、Waste minimization, Waste reduction、Zero waste, Dematerialization 等が
ある。これらの用語の定義や概念は国や地域により異なることから、本節ではまず国際的な 3R
の概念整理を試みた。 
まず、発生抑制について、表 2-1 に国・機関による定義を比較整理した。EU の改正廃棄物枠
組指令（2008/98/EC）[7]の定義では、Waste prevention（発生抑制）は量の減量だけでなく、環
境や人間健康に影響を与える有害物質の減量も発生抑制に含まれる。OECD でも Waste 
prevention を廃棄物の量と有害性を低減させる活動と定義しており、さらに「徹底的な発生回避」、
「発生源での減量」、「製品の再使用」の 3 つに分類している[8]。即ち、我が国では廃棄物の量そ





纏められている分類例を附録 1 に纏めた。9, 10, 11, 12, 13, 14 
再使用（Reuse）は我が国では 1) 循環資源を製品としてそのまま使用すること、2) 循環資源
の全部または一部を部品その他製品の一部として使用すること、と定義している[2]。3R のうち、
再生利用（Recycle）を除いた発生抑制（Reduce）、再使用（Reuse）をまとめて 2R と呼称し扱
うことがある。同様に、EU や OECD では表 2-1 や附録 1 からも窺えるように、再使用（Reuse）




また、米国や OECD では 3R をまとめたより広義な概念として Waste minimization を定義し












表 2-1 国・機関の発生抑制に関する定義比較 
国・機関 用語 定義 












OECD [8] Waste prevention  廃棄物の量と有害性を低減させる活動。さらに以下の 3 分類を定義： 
1) 徹底的な発生回避（Strict avoidance） 
有害物質の実質的な除去、あるいは製造、消費、流通における素材・エネ
ルギー強度の低減により廃棄物の発生を完全に抑制すること。 
2) 発生源での減量（Reduction at source） 
有害物質の使用量の最小化または資源・エネルギー消費量の最小化。 





表 2-2 米国および OECD の Waste minimization の定義 
国・機関 用語   定義 
米国[15] Waste minimization  発生源での減量（Source reduction）またはリユース・リサイクル技術（エネ
ルギー回収を除く）を用いること。但し、圧縮や希釈のような物理的、化学的、
生物学的プロセスは Waste minimization に含まない。発生源での減量は、廃
棄物発生量の減量ならびに有害物質の使用削減を含む。 
 







2.2. 3R の評価指標 
 3R の取組の進捗を管理・評価するためには評価指標が必要であり、指標に基づいた目標設定が
有効である。目標設定までの手順は、1) 使用できる統計データの整理、2) 指標の検討、3) 指標
に対応する目標設定、といった手順が挙げられる[22]。本節ではまず、3R の評価指標について纏
めることとし、目標設定とそのモニタリングに関しては次節で触れる。 












れぞれ Pressure indicator（圧力指標）、State indicators（状態指標）, Response indicator（対
策指標）に分類し、このうち表 2-3 に示した圧力指標と状態指標、そして MFA に関する指標を
提案している[23, 24]。MFA に関する指標は、1) 資源採掘の際の資源使用量、2) 一次生産過程
における廃棄物発生量、3) 畜産からの資源の散逸フロー、の 3 つに分けて考えることが必要と指
摘している。なお、MFA に関する指標はリサイクルによるフローの変化の影響を受ける指標でも
ある点には留意が必要である。また、指標開発に先立って、MSW 発生の要因（Driver）として








表 2-3 OECD が提案している PSR モデルに基づく発生抑制指標[24] 
指標分類 指標 単位 
Pressure 指標 MSW 発生量 tonnes/yr 
 1 人当たり MSW 発生量 tonnes/cap/yr 
 民間最終消費当たり MSW 発生量 tonnes/value/yr 
 建設廃棄物発生量 tonnes/yr 
 GDP 当たり建設廃棄物発生量 tonnes/GDP/yr 
 非有害性産業廃棄物発生量 tonnes/yr 
 GDP 当たり非有害性産業廃棄物発生量 tonnes/GDP/yr 





 “No thanks”ステッカーの配布世帯割合 % 
 政府の発生抑制戦略あるいは計画の有無 yes or no 
 EPR 政策の対象製品数 products 
 有料化対象世帯数・世帯割合 households or % 
MFA に基づく指標 DMI または DMI/GDP tonne, tonnes/value 
 産業部門別の DMI または DMI/GDP tonne, tonnes/value 
 国内の隠れたフローまたは TMI tonnes 
 最終処分量またはストック増加量 tonnes 
 堆肥使用量または堆肥生産量 tonnes 
*EMS: environmental management system, EPR: expended producer responsibility, DMI: domestic material 
input,「隠れたフロー」（domestic hidden flows）：一次生産からの廃棄物発生量, TMI: total material input 
 







て表 2-5 に示した取組指標と目標値も設定している（表 2-5）。目標値については 2.3 節で触れる
が、これらの指標は OECD の Pressure 指標、Response 指標、MFA に基づく指標にも分類可能
であり、循環基本計画を更新する度に、より多様な指標の充実化が図られてきていることが窺え





表 2-4 我が国の第一次～第三次循環基本計画の物質フロー指標と目標の変遷[3, 26] 
指標の種類 物質フロー指標 
循環基本計画 
第一次 第二次 第三次 
  （策定年） 2003 年 2008 年 2013 年 
  （目標年） 2009 年度 2014 年度 2019 年度 
目標を設定する指標 
 入口 資源生産性 39 万円/トン 42 万円/トン 46 万円/トン 
 循環 循環利用率 14% 14－15% 17% 
 出口 最終処分量 2,800 万トン 2,300 万トン 1,700 万トン
目標を設定する補助指標・推移をモニターする指標 
 入口 一次資源等価換算した資源生産性 － － ○ 
  土石系資源投入量を除いた資源生産性*1 － 77 万円/トン 68 万円/トン 
  化石系資源に関する資源生産性 － ○ ○ 










－ ○ ○ 
  我が国の金属系資源輸入量に関わる TMR*3  ○ － 
 循環 出口（排出）側の循環利用率 － － 45% 




－ － ○ 
















*4： 第二次循環基本計画では廃棄物部門由来の GHG 排出量に数値目標を掲げていたが、第三次循環基本計画で
は 2013 年度以降の地球温暖化対策・施策の今後の議論の状況を踏まえ検討することとした。 















 入口 国民一人当たりの資源消費量 － － ○ 
一般廃棄物の減量化 
（1 人 1 日当たりのごみ排出量） 
－ 平成 12年度比約 10%
減少 




 1 人 1 日当たりの家庭系ご
み排出量 





（平成 27 年度目標） 






















（平成 27 年度目標） 
－ 
循環 － － － － 





  国民 
   循環型社会に関する意識・行動 






（平成 27 年度目標） 
約 90% 
（平成 32 年度目標）












平成 9 年の約 2 倍 
※雇用規模も同様 
（平成 22 年度目標）
平成 12 年度の約 2 倍 






－ ○ ○ 
  耐久消費財の平均使用年数 － － ○ 
  2R の取組状況    
   レジ袋辞退率 
（マイバック持参率） 
－ ○ ○ 
   詰替・付替製品の出荷率 － ○ ○ 
   びんのリユース率の推移
（※1） 
－ ○ ○ 
   リユース・シェアリング市
場規模（※2） 
－ ○ ○ 
   使い捨て商品販売量 － ○ － 
   中古品使用規模 － ○ － 
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   リユースカップ導入スタジ
アム数等 
－ ○ － 
 循環 一般廃棄物のリサイクル率 － ○ ○ 
  使用済小型電子機器等の回収地方
公共団体数・実施人口割合 
－ － ○ 
  廃棄物焼却施設における発電・熱利用の状況 
   発電施設数 － － ○ 
   発電設備容量 － － ○ 
   総発電量 － － ○ 
   熱利用施設数 － － ○ 
   総熱利用量 － － ○ 
 出口 優良認定された産業廃棄物処理業
者数 
－ － ○ 




   地域における循環型社会形
成に向けた取組 
－ ○ ○ 
    地方公共団体による循環
基本計画の策定数 
－ － ○ 
    地域循環圏形成のための
取組数 
－ ○ － 
    リデュース取組上位市町
村 
－ ○ － 






－ ○ － 





－ ○ － 
   海外の都市と循環型社会形
成に関して連携している地
方公共団体数 
－ － ○ 
  各主体の取組に着目した指標 
   事業者等 
    環境マネジメント等の実施（※3） 









（平成 27 年度目標） 
○ 
    環境マネジメントシステムの認証取得件数 
     ISO14001 の認証取
得件数 
－ ○ ○ 
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     エコアクション 21 の
認証取得件数（※4） 
－ 6,000 件 
（平成 27 年度目標） 
○ 







    製品アセスメントのガイ
ドラインの業界による整
備状況 
－ － ○ 
    資源生産性の向上に向け
た目標を設定している事
業者数 
－ － ○ 
  国 
   各種リサイクル法の目標達
成状況（※5） 





















EU 各国の発生抑制に関する情報は EIONET (European Topic Center on Sustainable 
Consumption and Production)の Web site 上で公開されている[36]。EU では改正廃棄物枠組指
令（2008/98/EC）[7]により、2013 年末までに国の発生抑制計画（WPP: waste prevention 
programme）を策定することが求められた。発生抑制計画の目的には、発生量の削減だけでなく、
ライフサイクル全体での資源消費に関連する環境負荷を最小化すること、また同時に経済成長を
実現することが根底にある[37, 38]。これを受け、2020 年に向けた EU の廃棄物発生抑制達成に
役立つ知見を提供するために、Bio Intelligence Service が纏めた報告書[39]において発生抑制の
指標案と数値目標案が提示された。また、北欧理事会は厨芥類、建設廃棄物、電気電子廃棄物
（WEEE）、繊維系廃棄物を対象に、北欧諸国の発生抑制計画に適用可能な発生抑制指標を提案し
た。このうち、例えば厨芥類に使用できる統計データとしては表 2-6 が紹介されている [22]。 
 
表 2-6 厨芥類の発生抑制指標開発に使用可能な統計データ[22] 
分類 項目 単位 
基礎統計 人口 number 
 世帯数 households 
 世帯構成別世帯数 one-family, more family 
 事業所数（産業、小売業、サービス業） number 
フローに係る統計 資源消費量 tonnnes 
 食品製造量 tonnes 
 食品消費量 kg/cap 
 厨芥類発生量 tonnes, kg/cap 
 発生抑制可能な厨芥類発生量 tonnes, kg/cap 
経済に係る統計 食品関連産業・サービスの経済生産高 value 
 食品小売販売額 value 
 家計の最終消費額（合計、食品関連） value 
環境負荷に係る統計 食品製造時の GHG 排出量 tonnes CO2-eq 
 食品のカーボンフットプリント tonnes CO2-eq 
 TMR（関与物質総量） TMR 
 






が必要である。資源生産性に関しては、国内物質消費量（DMC: Domestic material consumption）













ܦ௬ିହ→௬  ：Decoupling 度 
ܾሺܧܲሻ௬ିହ→௬ ：5 年前（y-5 年）を基準（100）とした時の、y 年の廃棄物
発生量の傾き 





ఱ െ 1ቍ ൈ 100 
ܫ௬→௬ିହ ：年間増加率 
ܸ݈ܽݑ݁௬ ：y 年の廃棄物発生量 
 
アウトプット評価  発生抑制に関するチェックリストを作成し、Yes/No で回答、進捗を
把握。得点もしくはパーセンテージで表現。 
 
資源生産性  GDP/DMC（Domestic material consumption、国内物質消費量） 







有害物質指標  無作為抽出した 300 サンプルのうち、RoHS 規制物質を含んでいる割
合 
 
容器包装ごみ最小化  包装された製品に対する容器包装廃棄物の量 
 
 
 また、北欧理事会は表 2-6 に示した統計データ等を用いた指標を出口指標（Input-based 
indicator）、入口指標（Output-based indicator）、入口・出口指標（Input-versus-output indicator）、
デカップリング指標、影響指標、有害物含有指標（hazardous content indicator）、対策指標、そ
















表 2-8 RACER 評価システムで評価されている厨芥類発生抑制の 16 指標 





％ 3 4 2 1 3 2.4 
世帯当たり厨芥類発生量 kg/cap/yr 3 4 3 3 2 3.0 
生物性製品※1の資源ロス ％ 2 3 3 2 2 2.3 
食品消費量※2に対する厨芥類発生量 
（重量ベース） 
％ 3 3 3 2 2 2.5 
食品消費量 kg/cap/yr 2 2 3 4 2 2.7 
厨芥類総発生量 kg/cap/yr 4 4 3 2 2 3.0 
事業所当たり厨芥類発生量 
（小売業、食品加工業など業態別） 
kg/enterprise/yr 3 4 3 3 2 3.0 
発生抑制可能な厨芥類発生量 kg/cap/yr 5 4 3 1 2 3.0 
世帯当たり発生抑制可能な厨芥類発生量 kg/cap/yr 4 4 3 2 2 3.0 
事業所当たり発生抑制可能な厨芥類発生量 
（小売業、食品加工業など業態別） 
kg/enterprise/yr 4 4 3 2 2 3.0 
食品生産量（中間体である飼料などは除く）に
対する厨芥類発生量の割合（重量ベース） 
％ 3 4 2 2 2 2.6 
一人当たり食品消費に対する厨芥類発生量 kg/kg/cap 3 4 2 2 2 2.6 
家庭の食費に対する厨芥類発生量 kg/EUR 3 4 3 2 2 2.7 
発生抑制可能な厨芥類に由来するGHG 排出量 ×103 tonnes 3 3 3 1 1 2.1 
FW 総量における動物性厨芥類の割合 ％ 3 3 1 1 1 1.9 
発生抑制可能な厨芥類の経済価値 EUR/cap/yr 4 4 3 1 1 2.6 



















る ZWI は見方を変えれば、任意の都市の MSW 1 ton 当たりの環境負荷低減効果を原単位化した
指標と言える。 
ZWI	 ൌ ∑ ܹܯ ௜ܵ ൈ ܵܨ௜
௡ଵ
∑ ܩܹܵ௡ଵ  Eq. 2－1 
i	 ：発生抑制、リサイクルまたは焼却処理等の処理システム 
ܹܯ ௜ܵ ：システム iで処理された廃棄物量 
ܵܨ௜ ：原料代替効率に基づいた、システム iの異なる廃棄物管理システムへの代替係数 
ܩܹܵ ：廃棄物総発生量 
 
また、Zaman [42]は文献レビュー等から Zero waste に効果がある 238 の指標を抽出し、31 名
の専門家にその重要度を 5 段階評価で依頼、165 指標を重要と位置づけた。さらに、実用性の観
点を考慮した 56 指標を提案している。Shen ら[43]は既存の報告書等から 115 の指標から成る国







2.3. 3R 目標とモニタリング 
3R の進捗管理、評価のための指標開発に次いで重要となるのがより具体的な計画、目標設定と
なる。我が国での目標については第一次から第三次循環基本計画までの指標の変遷を目標値とと
もに表 2-4、表 2-5 に示したとおりである。2019 年度目標として、物質フロー指標は資源生産性
46 万円/トン、循環利用率 17%、最終処分量 1,700 万トンを掲げている。発生抑制については一













量（市受入量）をピーク時（2000 年比）の半分以下（39 万 ton）まで削減することを目標として
いる[44]。また、同計画では再生利用率、市処理処分量、市最終処分量といった減量目標に加え、
GHG 排出量、GHG 削減量といった低炭素社会への進捗を図るための目標数値を掲げている。 
EU について、Bio Intelligence Service が纏めた報告書[39]において、指標提案と同時に提案
された数値目標案を表 2-9 に示した。なお、表 2-9 は一例として整理された目標案であり、実際
に掲げた目標ではない。また、北欧理事会は発生抑制目標とその目標の進捗管理のためのモニタ
リングに使用できる指標を表 2-10 のとおり整理した[22]。改正廃棄物枠組指令（2008/98/EC）
[7]を受けて 2014 年 9 月現在、EU 各国の発生抑制計画には定性的あるいは定量的な目標が具体
的に掲げられており、このうち定量的な発生抑制目標を MSW あるいは厨芥類に関して表 2-11、








表 2-9 厨芥類の発生抑制に関する数値目標案[39] 
対象部門 目標案 効果 
国全体  食品に関する資源ロス 10%削減 690 万 ton
家庭  家庭系厨芥類 10%削減 380 万 ton
  1 人当たり厨芥類発生量を 45 kg/人まで減量 
→WRAP の調査結果を参考に、EU27 の現状 76 kg/人の unavoidable 
27 kg/人をそのままに、avoidable を 49→18 kg/人まで減量させる 
1500 万 ton
食品製造業  厨芥類発生量 5%削減 170 万 ton
  発生量 1 ton/売上高 100 万ユーロ以下 320 万 ton
食品小売業  厨芥類発生量 5%削減 22 万 ton
  発生量 4 ton/売上高 100 万ユーロ以下 21 万 ton
食品サービス業  厨芥類発生量 5%削減 61 万 ton





表 2-10 北欧理事会が提案する厨芥類発生抑制目標と使用できる指標[22] 
目標 使用できる指標 
 y年までに y0年比で、家庭系の発生抑制可能
な FW 発生量を x%または X ton 削減する。 
 






 y年までに y0年比で、家庭系 FW 総発生量を
x%または X ton 削減する。 
 





 y 年までに家庭系の食費に対する FW 発生量
を完全にデカップリング化する。 
（＝デカップリング指標 D<0 にする？） 
 










 y 年までに y0年比で、FW（あるいは発生抑
制可能な FW）に関連する GHG 排出量を x 
t-CO2eq 削減する。 
 
 発生抑制可能な FW に由来する GHG 排出量
(t-CO2eq/yr) 
 y年までに y0年比で、FW 発生抑制に投入し
た国家予算額を x%増額させる。 
 
 政府（地方自治体等）が FW 発生抑制に投入
した予算額（EUR） 






FW の経済価値を x%削減する。 
 












表 2-11 EU 圏のその他の定量的な発生抑制目標 
対象 目標 出典 
EU 全体  2020 年までにフードチェーンへの資源投入量を 20%削減。 
 厨芥類可食部の発生量を 50%削減。 
 
[45] 




UK  2015 年までに発生抑制可能な FW（飲料含む）に由来する GHG 排出
量（CO2換算）を 320 万 t-CO2eq/yr 削減。 
 
[47] 




上述の目標を含んだ EU の発生抑制に関する計画は、EIONET の Web site 上で 20 ヶ国の計画
が公開されている（2014 年 10 月現在）。附録 2 でも示しているとおり、いくつかの計画では特
に厨芥類や食品ロスを重視して取り上げている[49－51]。国以外の計画としてはイギリス WRAP
の”Love Food, Hate Waste”キャンペーン[52]、ノルウェーの ForMat プロジェクト[53]等が挙げ
られる。50, 51, 52, 53 
 
2.4. 厨芥類（食品廃棄物）を例とした 3R 































EU の既往研究でも採用されることがある。Beretta らは[58]、WRAP の定義と FAO の定義を組
み合わせ、食料生産～市場流通段階、家庭消費段階まで全て含めた食品由来の廃棄物を「食品ロ















図 2-2 国内外の家庭系厨芥類の分類整理[54-61] 
 
このように国や機関、研究者間で厨芥類や食品ロス等関連用語の定義やバウンダリが異なって
いる現状はしばしば問題視されてきた。そのため、FAO や WRI 等複数の組織が一体となって、
厨芥類や食品ロスの定義や定量化手法の国際標準化の検討を始めており、実現すれば信頼性、実
用性、一貫性のあるデータを得るための基盤が整備されることが可能となり、今後の動向が注目
される[62]。EU も 2012 年から 2016 年までのプロジェクトとして、13 ヶ国（21 組織）からな
る FUSIONS（Food Use for Social Innovation by Optimising Waste Prevention Strategies）を





 世界の家庭系厨芥類の発生量を図 2-3 に整理した。FAO の推計によれば世界でおよそ 13 億 ton
の厨芥類が、食料生産から消費段階において毎年廃棄されている（2009 年）[56]。これは食料生
産量に対して、実に重量ベースで 32% [56]、カロリー換算で 24%[55]に相当する量であり、厨芥
類の発生抑制に対する関心は世界的に高まっている。この推定量には調理屑等の不可食部が含ま
れていない点に注意が必要であるが、消費段階の発生量を地域別に見ればヨーロッパや北アメリ
カ・オセアニア地域が 95～115 kg/人/年と、サハラ以南のアフリカ地域や南・東南アジア地域の 6
～11 kg/人/年と比較して多い。欧州委員会は EU27 ヶ国の食品製造（食料生産除く）から消費段
階まで含めた厨芥類発生量を年間 8,900 万 ton（179 kg/人/年）と推定している[64]。そのうち家












































査では、家庭系厨芥の 35%が発生抑制可能な厨芥類であった[65]。EU はこうした厨芥類を 2025
年までに半減させることを目指し、2014 年を「ヨーロッパ反食品廃棄物年」（European year 
against food waste）と位置づけている[66]。 
また、可食部のみを計上していた前述の FAO の推計では、アジア地域の発生量は比較的少量であ
ったが、MSW 中の厨芥類は決して少なくない。例えば、中国やインドの事業系を含む MSW の
発生量は年間 12,000 万 ton、4,200 万 ton であるが、厨芥類量はそれぞれその 50%と 40%の年間
6,000 万 ton、1,700 万 ton にのぼる[67]。これらの厨芥類の相当量が直接埋め立てられている現
状を鑑みれば、アジア諸国にとっても厨芥類の処理戦略が大きな課題の１つである。 
日本の廃棄物処理法上の厨芥類の年間発生量は 1,713 万 ton となっており、その内訳は事業系
および家庭系それぞれ 641 万 ton、1,072 万 ton である。（平成 22 年度）[68]。国民１人当たりで
は 133.8 kg/人/年（事業系 50.1、家庭系 83.7）になり、家庭系は EU27 ヶ国の平均値 76.4 kg/人/
年[64]とほぼ同じレベルである。但し、家庭系厨芥類は 1,005 万 ton が焼却・埋立処理されてお
り、再生利用量は僅かである。また、可食部と考えられる食品ロスは事業系 300～400 万 ton、家








図 2-3 家庭系厨芥類（食品廃棄物）発生量の国際比較[54, 56, 57, 60, 64, 67, 69] 
※FW: Food waste、 MAFF：農林水産省、MOE：環境省 
※a: 不可食部除く、b: MSW 中の FW（事業系含む）、 凡例は各出典の表記をそのまま使用している。 
※FAO (2011)の地域区分の詳細は同出典 Annex 1 を参照のこと。 
 
























































































食べ残し 22.3%、手つかず食品 17.1%の計 39.4%を占める（表 2-12）。ここで、厨芥類を嫌気性
メタン発酵（AD: anaerobic digesition）によりバイオガス化利用する際には、VS (volatile solids)
分解率や生成ガス量、バイオガス中メタン濃度等が厨芥類の性状や栄養成分によって異なること
が知られている[70, 71]。表 2-12 の組成を元に高温乾式メタン発酵時の各栄養成分の VS 分解率
[72]と化学量論式[73]から推計したバイオガス発生量を表 2-13 に纏めた。VS 当たりガス生成量
の分類間の差異は小さいが、湿重量当たりの生成量としては含水率の違いから食べ残しが調理屑
の 1.9 倍となる等、食品ロスの方がエネルギー量が高いことが見てとれる。平成 22 年度の国内厨
芥類発生量 1,713 万 ton/年（家庭系、事業系合計）を乗じたエネルギーポテンシャルとしては 50.4 





表 2-12 家庭系厨芥類の物理組成および栄養成分[69, 72, 75] 
   全体 調理屑 食べ残し 手つかず 食品外 流出水分
発生量 湿重量 g/人/日 174.4 80.1 38.9 29.8 14.0 11.7
 厨芥類中の組
成割合 
wt% 100.0 45.9 22.3 17.1 8.0 6.7
三成分 水分 % 79.1 81.1 78.4 72.8 66.0 100.0
 可燃分 % 17.6 13.3 20.1 25.8 32.4 0.0
 灰分 % 3.3 5.6 1.6 1.5 1.7 0.0
元素 C wt% 9.1 7.0 10.6 13.0 17.0 0.0
組成 H wt% 1.3 1.0 1.5 1.8 2.4 0.0
 N wt% 0.7 0.5 0.8 0.8 1.1 0.0
 O wt% 6.5 4.8 7.1 10.1 11.9 0.0
栄養 タンパク質 wt% 4.1 3.3 5.2 5.1 7.1 0.0
成分 脂質 wt% 2.9 2.3 3.8 3.2 5.9 0.0
 糖質 wt% 7.8 4.3 8.6 17.5 11.3 0.0







表 2-13 家庭系厨芥類の高温乾式メタン発酵生成バイオガスの性状 
  全体 調理屑 食べ残し 手つかず 食品外 
バイオガス生成量 Nm3/ton-waste 141.6 107.2 162.2 205.0 264.4
 Nm3/ton-VS 804.3 803.5 808.1 794.7 816.2
メタン濃度 wt% 57.9 58.3 58.8 56.3 58.1
低位発熱量 MJ/ton-waste 2,942 2,243 3,426 4,140 5,511
※全体：平成 24 年度家庭ごみ細組成調査結果[69]の組成割合（表 2-12）で按分。 
 
2.4.4. 厨芥類の 3R 政策 
 我が国の厨芥類の 3R 政策に関連しては、第三次循環基本計画[3]において、取り組むべき課題
の１つとして年間 500～800 万トンとも推計される食品ロスの削減を含めた 2R（リデュース、リ
ユース）の推進が挙げられているところである。また、2001 年に施行、2007 年に改正されてい
る食品リサイクル法（以下、食リ法）に基づき、再資源化等実施率や発生量などの推移が定量的
に把握されており、平成 24 年度の再資源化等実施率は 85%の高水準に達するなど一定の成果を
挙げている[76]。しかし一方、業種別の実績を紐解いてみると、食品製造業、食品卸売業、食品
小売業、外食産業の再資源化等実施率はそれぞれ 95%、58%、45%、24％であり、食品流通の川
下に至るほど低下する傾向にある。食リ法での平成 24 年度までの目標値はそれぞれ 85%、70%、
45%、40%であることから、特に食品卸売業、外食産業は一層の取組が求められる。なお、平成
26 年度現在もこの目標値は暫定的に据え置かれている。再資源化等実施率が食品流通の川下に至







25 年度にかけて食品製造業をはじめとする 15 業種について業種別の発生抑制目標を暫定的に導




設置され、所謂「3 分の 1 ルール」の見直し・再検討に向けたパイロットプロジェクトの実施や
賞味期限、表示方法の見直し、食品ロス削減に関する消費者理解の促進等を検討している[78, 79]。
また、食品製造工程で発生する規格外品などを引き取り、福祉施設等へ無料で提供する「フード









組は農林水産省の Web Site でも情報発信されている[86]。 
 
2.5. 3R 政策の取組効果の定量的評価事例 
製品やサービス、あるいは社会システムに対するライフサイクル全体の環境影響を定量的に評
価する手法として LCA が用いられる。米国コカコーラ社の飲料容器の環境影響評価が LCA の発
端と言われているが、その後世界的に関心が高まり 1993 年に ISO/TC207 において LCA の標準
化作業が始まった。そして、ISO14040 シリーズが 1997 年に発行され、その後 2006 年の見直し
を受けて現在に至っている[87, 88]。日本では最新版の JIS 規格として JIS Q14040:2010、
14044:2010 が発行されている[89, 90]。また、特に GHG の定量化に関しては ISO 14064 シリー




レビューし、効果の要点を整理した。91, 92, 93, 94, 95, 96 
 
2.5.1. リサイクル効果 
厨芥類について処理・再資源化方法別の正味 GHG 排出量を附録 3 に整理した。Cherubini ら
[97]は MSW を全量埋立処理（嫌気性条件）から、機械選別し、有機性廃棄物（食品廃棄物が 50%
を占める）を AD 利用、その他を RDF（Refuse derived fuel）利用することで、MSW 1 ton 当
たりの正味 GHG 排出量を 1,300 kg-CO2eq から-230 kg-CO2 まで削減できると報告した（正味
GHG 排出量が負値を示すことは、、GHG 排出ではなく GHG 削減の効果をもたらすことを意味す
る）。発電を伴う全量焼却処理でも GHG 排出量 153 kg-CO2eq となり、埋立処理からの脱却が重
要であること、全量焼却するのではなく、有機性廃棄物の AD 利用をセットにした処理戦略を立
てることが効果的であることが示唆されている。また、Bastian ら[98]はインドネシアの MSW 中
の厨芥類の全量埋立、焼却処理、堆肥化、AD 利用を比較し、AD 利用が最も GHG 排出量を低減
できることを明らかにしている。日本においては厨芥類の直接埋立は一般的ではないが、アジア
地域や欧州では依然関心事である。既に埋立処理から焼却処理に移行している日本においては、
相当量の GHG 排出量が既に削減されており、更なる削減を推進する段階であるとも言える。 
EU で稼働中の 200 以上の AD 施設から得たデータを整理した Møller ら[99]によれば、原料の
性状や採用する発酵技術、消費・代替する電力の電源構成等の地域性の違いはあるものの、家庭
系有機性廃棄物・ガーデンウェイストの AD 利用による正味 GHG 排出量は -375～33 
kg-CO2eq/ton（熱利用含む）の幅を持つ。その他の海外既往研究から厨芥類（もしくは有機性廃
棄物）の再資源化手法別の正味 GHG 排出量も附録 3 に整理したが、概ね GHG 削減効果が期待
でき、焼却処理と比較した相対的な GHG 削減効果は一層大きい。有機性廃棄物の 82 報の LCA
研究のレビューを行った Morris ら[100]は、AD 利用や堆肥化利用がエネルギー回収を伴う焼却
27 
 
（Waste to Energy）や埋立（Landfill gas to energy）と比較しても統計的に有意差を持つ GHG
削減量が期待できることを報告している。また、Bernstad ら[101]の厨芥類を対象に含む 25 報の
LCA 研究のレビュー結果においても、システム境界や解析手法の違いが影響することから、同じ
処理方法であっても既往研究間で GHG 排出量には大きな幅が見られたものの、全体的な傾向と









自動車利用もシナリオに含めた LCA 研究が見られる[99, 102－104]。102, 103, 104 
 地球温暖化（GHG 排出量）以外の環境影響領域も含めた評価事例について、ローマを事例とし
た MSW 処理の MFA ならびに LCA 適用研究[105]では、地球温暖化、酸性化、富栄養化いずれ
の環境領域においても、全量埋立する現状（2008 年当時）シナリオが最も負荷が大きく、埋立地
で有機性廃棄物を分別しAD利用、鉄資源をMRするシナリオが最も小さいことを明らかにした。
また、MSW 1 ton の処理がさらに約 0.3 ton の廃棄物（非生物性）を生むことを指摘している。
スウェーデンのストックホルム等 3 都市におけるバイオウェイストを含む MSW 処理のケースス







健康、生態系、資源の 3 種のカテゴリーで被害算出、そして統合化評価によって厨芥類の AD 利









kg-CO2eq/ton に対し、都市部では-32.9 kg-CO2eq/ton）。その他にも厨芥類をはじめとした MSW
28 
 
の LCA 研究が数多く報告されている[109－112]。110, 111, 112 
国や地域全体での効果試算として、欧州では過去から将来（1990－2020 年）の MSW 発生量
とその処理に伴う GHG 排出量見通しが推定されている[113, 114]。MSW 発生量は人口と品目別
の最終個人消費額を説明変数とした回帰式により、2010 年の 2 億 5,500 万トンから 2020 年には
2 億 7,900 万トンに増加すると試算した。１人当たりの重量としても 2005 年の 524 kg/人/年が
2020 年には 558 kg/人/年まで増加する見込みである。一方、処理方法は統計に基づく過去の傾向
と廃棄物枠組指令や埋立指令等の施策に基づいて設定し、より前者を重視したシナリオをベース
ラインとしている。その結果、2007 年には 40%が埋め立られていたのに対し、2020 年には 28%
まで低減できる見込みを示した。2020 年のリサイクル割合、エネルギー回収を伴う焼却割合はそ
れぞれ 49%、23%である。そして、こうした発生量の増加や MSW 処理方法の変化を受けて、GHG
排出量は 1990 年から 2020 年の間に 8,500 万 ton-CO2eq/年低減すると試算した（図 2-4）。2017
年にはリサイクルによる GHG 削減量が直接排出量を上回り、正味 GHG 排出量としては負値（－
820 万 ton-CO2eq/年）、即ち MSW 処理システム全体として GHG 削減効果が期待される結果とな
っている。さらに、すべての国が埋立指令の目標を達成することで正味 GHG 排出量は－2,650 万





図 2-4 欧州の MSW 管理に伴う GHG 排出量見通し[114] 
 









サイクル、熱回収、ケミカルリサイクルの順となった。また、2000 年から 2005 年にかけての日
本全体の取組効果としてはいずれの評価項目も僅かに増加しているものの、ほぼ横ばい状態であ
ることが確認された。例えば、GHG 削減量は、単純焼却をベースとするシナリオからの削減効果
としては、リサイクルにより国内全体で約 6,000 万 ton-CO2eq/年が削減されていると試算される








2.5.2. 2R 効果 





GHG 排出量の約 36%と最も大きな割合を占める。年間１人当たり GHG 排出量（図の面積に相
当）では食べ残し食品約 20 kg-CO2eq/人/年、手つかず食品で約 12kg-CO2eq/人/年と推定される。















(a) 食べ残し食品 (b) 手つかず食品 
図 2-5 食品種別の廃棄物発生量と生産～調理段階の GHG 排出原単位の関係[117] 
※図中の面積が食品種別の GHG 排出量（GHG 排出原単位×発生量）となる。吹き出し括弧内のパーセンテージ
は GHG 排出量合計に占める割合。 
 
厨芥類のリデュースが間接的に食品容器包装の削減にも寄与することも重要な視点である。オ






3.2%であるが、生産～廃棄の GHG 排出負荷で考えると実に 23.6%になる（表 2-14）。 
 
表 2-14 透明パック入りトマトを例とした 













トマト 300 210.9 0.0 210.9 96.8% 76.4%
透明パック 10 31.2 33.8 65.0 3.2% 23.6%
合計 310 242.1 33.8 275.9 100.0% 100.0%
※透明パックは OPS（二軸延伸ポリスチレンシート）製とした。 




















































































含める事で、MSW の発生抑制による環境負荷低減効果を定量化した。その後 Nessi ら[10]により
この両手法はレビューされ（図 2-6）、発生抑制効果の LCA 評価手法として整理されており、発
生抑制に伴う環境負荷定量化手法が整備されつつあり、近年発生抑制の LCA 研究がいくつか報告











Bernstad らの LCA 研究[65] においても、厨芥類の発生抑制効果を 800－1,400 kg-CO2/ton と推
定し、肉類やパスタ、米、ポテトの寄与が大きいことを明らかにしている。鶏肉料理を例とした
研究[125]では、食品ロスの削減が大きな環境負荷削減効果を持ち、特に農業部門の寄与が大きい





















ゼロとなった場合の GHG 削減ポテンシャルを推定している。バイオガス化による GHG 削減効
果が 3,300 t-CO2eq/年減少する一方、食品ロスの生産～処理における GHG 排出が抑制されるこ







たる食品廃棄物や食品ロスを 50%削減させることで、途上国の栄養不良な人々を 6,300 万人（全
体の 7.4%）減らすことができることを指摘している。環境負荷については食料栽培・生産段階の
みの推計であるが、世界で 340 万 ha の土地利用（栽培面積）、58.6 Gm3 の水消費、7,430 万
ton-CO2eq の GHG 排出量の削減に繋がると試算している。この効果は 2007 年の世界の土地利用
面積、水消費量、GHG 排出量のそれぞれ 0.4%、1.1%、1.6%に相当する。また、欧州委員会は、
EU27 ヶ国の厨芥類年間発生量 8,900 万 ton がもたらすライフサイクル全体の環境負荷が 2008
年の EU の年間排出量の 3%に相当する 17,000 万 t-CO2eq/年 （1.90 t-CO2eq/ton）になると試算




焼却処理）からの GHG 削減効果を試算しているが、それぞれ 80 万、8 万、7 万、12 万 ton-CO2eq/
年の削減に留まり、その他の削減策もふくめた具体事例とその削減ポテンシャルの把握が求めら
れる。松田ら[117]の食品ロスによる効果を全国ベースに外挿すると約 400 万 ton-CO2eq/年に相
当することから、他国同様に食品ロス対策の有効性が認識されているところである。 
このように、厨芥類をはじめとする MSW の 2R についてはいくつかの学術誌で研究事例が紹
介され始め、定量化手法が整備されつつある段階にあると言える。今後解析を進めることで、多











 本章では厨芥類をはじめとする MSW の 3R 概念、評価指標と目標設定、モニタリングについ

















 廃棄物系バイオマスの 3R においても様々な取組が考えられ、その取組効果を定量的に把握す
ることは、3R 方策の有効性を判断する上で重要となる。次章以降では、いくつかの廃棄物系バイ
オマスの 3R 方策について、その効果をライフサイクル思考に基づき定量化した結果を報告する。 
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 2008－2010 年度の平均値として、家庭ごみ発生量 543.8 g/日/人（1,326 g/日/世帯）のうち[132, 
133]、プラスチック製容器包装は 6.7%を占める。即ち、家庭由来の廃プラスチック製容器包装の








図 3-1 家庭から排出された廃プラスチック製容器包装の処理フロー[132, 133, 135, 136] 
※ER:エネルギー回収。 







































ても有効であり[134, 141, 142]、バイオマスプラスチックに対しても同様である。Bohlmann 
[143]は polypropylene (PP)素材、トウモロコシを原料とした polylactide (PLA)素材のプラスチッ
ク包装の LCA を実施している。処理方法を埋立とした解析結果として、PLA 素材の方が PP 素
材よりも化石エネルギー消費量は少なく、GHG 排出量は同程度であることを明らかにした。また、
Vidal ら[144]は、トウモロコシを原料とした PLA、トウモロコシおよびジャガイモを原料とした
















 バイオマスプラスチックへの素材代替率の設定手順を図 3-2 に示した。まず、京都市家庭ごみ
細組成調査の分類[149]を元にプラスチック製容器包装を大分類として 8 分類し、さらに形状や用






図 3-2 素材代替率の設定手順 
 
 PLA100%もしくは重量ベースで PLA 素材 30%、PBSA70%の混合素材（以下、PLA+PBSA）
を対象とするバイオマスプラスチック素材とした。PBSA の配合率は現在の技術水準を考慮して
70%とした。PBSA 添加にはレジ袋等のシートやフィルム状のプラスチック製品の柔軟性を高め
る機能がある。PLA、PBSA はいずれも生分解性であるが、PLA はトウモロコシ原料、PBSA は
化石資源由来である。バイオマス素材への素材代替の可否は、次にあげる 5 つの機能に基づき定







ܴ௜,௝ 	ൌ 	∑ܹݎ௜∑ܹݐ௜ ൈ 100 Eq. 3－1 
i ：プラスチック製品分類 
j ：バイオマスプラスチック（PLA100%あるいは PLA+PBSA） 
Ri,j ：製品分類 iのバイオマスプラスチック jへの素材代替率（wt%） 
Wri ：製品分類 iのうち、素材代替可能な重量（t-wet） 








100% PLA PLA+PBSA Fossil-derived
容器類 食品トレイ 1.9 100.0 0.0 0.0
 食品容器 21.0 91.2 0.0 8.8
 日用品ボトル 5.2 100.0 0.0 0.0
 他容器 2.0 0.0 0.0 100.0
包装類 食品包装 30.2 0.0 69.0 31.0
 レジ袋 15.2 0.0 100.0 0.0
 他包装 19.5 43.0 57.0 0.0
 指定ごみ袋 5.1 0.0 100.0 0.0
Total  100.0 34.6 52.3 13.1
※組成（composition）は分別収集前の家庭由来廃プラスチック製容器包装全量に対する組成割合。 
 
 ほとんどの容器類は PLA100%素材、包装類は PLA+PBSA となっている。86.9%の廃プラスチ
ック製容器包装がバイオマス素材に代替されると仮定された。「その他容器」は耐久性の観点から
素材代替不可とした。なお、バイオマスプラスチック素材代替前後の各プラスチック製容器包装
の素材構成は附録 4 に纏めた。 
 
3.3. 機能単位 
 一般的に PLA や PBSA 樹脂の密度は化石資源由来の樹脂より大きい。Madival らの研究[147]
では苺パックを PLA 製にすることで重量が 22.3%増加したとしている。IFEU-Heidelberg[146]





 家庭から排出される廃プラスチック製容器包装の性状を表 3-2 に示した。素材代替による廃棄
物の含水率および灰分の変化はないと仮定している。PLA、PBSA の元素組成は、化石資源由来
の素材と比較して酸素割合が高く炭素割合が低い。したがって、バイオマスプラスチックは化石








表 3-2 家庭由来の廃プラスチック製容器包装の性状 





素材代替率 PLA100% dry% 0.0 34.6
 PLA+PBSA dry% 0.0 52.3
樹脂密度  tonne/m 0.98 1.21
低位発熱量  MJ/t-wet 38,254 23,490
含水率  wt% 7.7 7.7
灰分  wt% 1.9 1.9
可燃分  wt% 90.4 90.4
 化石由来 C wt% 74.6 32.6
 バイオマス由来 C wt% 0.0 22.7
 
3.4. シナリオ設定 
 素材代替のない「現状ケース（existing case）」と表 3-1 に示した素材代替率でバイオマスプラ
スチックへ素材代替を行う「素材代替ケース（replacement case）」を設定した。さらに、廃プラ
スチック製容器包装の処理方法別に表 3-3 に示した 5 シナリオを設定した。S1 シナリオは我が国
の2008－2010年度の処理実績の平均値を元に設定した現状シナリオである[132, 133, 135, 136]。
廃プラスチック製容器包装の素材構成は処理方法に依らず一定と仮定した。S1 シナリオでは
39.3%の廃プラスチック製容器包装が分別収集され、マテリアルリサイクル（MR: material 
recycling）あるいはケミカルリサイクル（CR: chemical recycling）により処理、残りの 60.7%
は混合ごみとして収集され処理される。再生ペレット樹脂製造を MR 技術、コークス炉還元およ
び高炉還元、ガス化を CR 技術として選択した。油化も CR 技術の 1 つであるが、2010 年度にお
いて収集した廃プラスチック製容器包装に対して僅か 0.5%しか処理されていないため対象外と





表 3-3 設定シナリオと処理方法構成 
Existing case  S1 S2  
 Separate collection    
  MR 再生ペレット樹脂製造 22.1% 22.1% 
  CR コークス炉還元 1.9% 1.9% 
  高炉還元 10.7% 10.7% 
  ガス化 4.6%  4.6% 
 Collection as mixed waste  
  ER 焼却＋ER 38.1% 60.7% 
  No use 単純焼却 12.0% 0.0% 
  埋立 10.6% 0.0% 
Biomass-based replacement case  S3 S4 S5 
 Separate collection    
  CR 水蒸気加水分解法 
（PLA to PLA） 
22.1% 22.1% 0.0%
  ER 超高温可溶化＋ 
乾式メタン発酵 
17.2% 17.2% 39.3%
 Collection as mixed waste  
  ER 焼却+ER 38.1% 60.7% 38.1%
  No use 単純焼却 12.0% 0.0% 12.0%
   埋立 10.6% 0.0% 10.6%
※MR：マテリアルリサイクル、CR：ケミカルリサイクル、ER：エネルギー回収 
 
表 3-4 廃プラスチック製容器包装の処理方法と代替物 
  Treatment method Substitution for Specific features 
Existing case  
 MR 再生ペレット樹脂製造 バージンペレット樹脂 代替率：50% 




  高炉還元 原料炭、C 重油  
  ガス化 C 重油  
Biomass-based replacement case  
 CR 
水蒸気加水分解法 
（PLA to PLA） 






 (発電効率 37.3%) 
Both cases  
 ER 焼却＋ER 電力 
蒸気発電 
 (発電効率 10.0%) 
 - 単純焼却 なし  







 素材代替ケースにおいて、PLA 素材は LHV が低く還元能力も低いため、既存の CR 技術であ
る高炉還元や焼却処理時の ER には適していない[152]。そのため、新たなリサイクルシステムが
必要となる。本解析ではリサイクル技術として、バイオインダストリー協会により開発された水
蒸気加水分解法[153, 154]と、京都高度技術研究所（ASTEM）により 2007－2009 年度のバイオ
サイクルプロジェクトで実証研究された超高温可溶化を組み合わせた高温乾式メタン発酵技術
[155]を選択した。水蒸気加水分解法は PLA 素材の製品から PLA 樹脂をリサイクルする CR 技術
であり、超高温可溶化を組み合わせた高温乾式メタン発酵は PLA 製品からバイオガスを得る ER
技術であり、高温乾式メタン発酵のみでは分解しづらい PLA 素材を、発酵の前段において 80℃
の条件下で可溶化処理させることで分解を促進させる。本解析では、水蒸気加水分解法が既存（S1
シナリオ）の MR 技術を、超高温可溶化メタン発酵技術が CR 技術をそれぞれ代替するシナリオ




















































































 LDPE や HDPE、PP 等の化石資源由来のプラスチック樹脂製造プロセスは PWMI のインベン
トリデータを用いた[157]。 
トウモロコシ栽培～PLA樹脂製造プロセスは米国ネイチャーワークス社のインベントリデータ
を使用した[139]。同社のトウモロコシ栽培を含む PLA 樹脂製造時の GHG 排出原単位は 2003 年
時点で 1.80 kg-CO2eq/kg-PLA [158]であったが 2009 年には 1.26 kg-CO2eq/kg-PLA [139]に向上
した。本解析では現在の技術水準を反映した後者を用いた。米国から日本への輸送は船舶輸送と
した。 
PBSA 樹脂製造プロセスの GHG 排出量については、データが得られなかったことから、化石










の報告書[160]ならびに JLCA-LCA データベース[161]の値を用いた。 
 
3.7.4. 化石資源プラスチックのケミカルリサイクル(CR) 















 一般的に、通常のメタン発酵技術では PLA 素材は加水分解が進まずバイオガス化できない。そ
のため、PLA 素材のバイオマスプラスチックにも適用可能な技術として、超高温可溶化を組み合
わせた高温乾式メタン発酵技術を採用した。メタン発酵の発酵方法は 55℃高温乾式発酵とした。
まず、廃プラスチック製容器包装のバイオマス素材(PLA もしくは PBSA)は 80℃の可溶化槽にお
いて加水分解が進む。そして、加水分解された生分解性成分は発酵槽において分解しバイオガス
を生成する。本技術は超高温可溶化による有機物の分解を促進しバイオガス発生量を増加、発酵
残渣発生量を低減できる等のメリットもある[162, 163]。バイオマス素材の分解率は PLA 72.5%
であり PBSA も同じと仮定した。バイオガス生成量は廃プラスチック製容器包装 1 m3当たり約
590 m3と算出され、CH4濃度は 57%と仮定した。バイオガスは発電効率 37.3%のガスエンジン発
電により発電利用するとし、全電力を代替するとした。メタン発酵残渣はエネルギー回収を伴い


















 各シナリオの解析結果を図 3-4 に示した。S1 シナリオではプラスチック樹脂製造、分別収集リ
サイクル、混合処理の内訳はそれぞれ 46.6%、14.9%、38.5%となった。混合処理の GHG 排出量
は S1 の 1.24 ton-CO2eq/m3から、エネルギー回収の促進により S2 では 1.44 ton-CO2eq/m3 まで
増加する結果となった。 
 
図 3-4 廃プラスチック製容器包装の処理シナリオ別 GHG 排出量推定結果 
 
 素材代替ケースでは、S3、S4 ならびに S5 は S1 と比較して 13.8－19.7%の GHG 排出量を削
減できることが明らかとなった。プラスチック樹脂製造の GHG 排出量は 25.9%増加したが、分
別収集リサイクル、混合処理の GHG 排出量は大きく減少した。後者は S1 の 1.24 ton-CO2eq/m3
から S3 では 0.77 ton-CO2eq/m3まで減少した。これは、素材代替により、埋立による GHG 排出
量は 0.12 ton-CO2eq/m3 増加するものの、エネルギー回収を伴わない焼却処理では 0.44 
ton-CO2eq/m3、伴う焼却処理では0.15 ton-CO2eq/m3までGHG排出量を削減できたためである。
最も正味 GHG 排出量が低い S5 は 2.60 ton-CO2eq/m3の正味 GHG 排出量となり、うちメタン発
酵は負値、即ち 0.07 ton-CO2eq/m3の GHG 削減効果が期待される結果となった。 
 プラスチック製品別の GHG 排出量は図 3-5 に示したとおり幅がある。素材代替効果として、
バイオマスプラスチックの容器類は大きな GHG 排出量削減が見込まれるのに対し、包装類は樹
脂製造、PBSA 素材焼却時の CO2排出量等のために GHG 排出量が増加する傾向を示した。廃プ
ラスチック製容器包装の最も大きな割合を占める食品容器はS1の正味GHG排出量の 10.0%に相
















































図 3-5 S1 および S3 シナリオのプラスチック製品別の GHG 排出量： 
(a) 機能単位 1 m3の廃プラスチック製容器包装当たり、 (b) 1 m3の各プラスチック製品当たり 
※「その他容器」は素材代替がないため「NA」と表記。 
※図 3-5 (a) は廃プラスチック製容器包装全量に対する各製品の組成割合（表 3-1 参照）を考慮した GHG 排出
量。 
 
 現状ケースでは、混合処理の GHG 排出量は S2 の方が S1 より増加した。これは埋立から焼却
処理へのシフトによる化石資源プラスチック由来のCO2排出量の増加量が、焼却発電によるGHG
削減効果を上回ったためである。一方、素材代替ケースで、混合処理の GHG 排出量は S3 と S4
の間に大きな差が見られなかった。これは PBSA 焼却由来の CO2 排出、PBSA 埋立由来の CO2
及び CH4排出により、焼却及び埋立いずれの処理に置いても GHG が排出されるためである。 
 GHG 排出量と分別収集率の関係を示した図 3-6 のとおり、素材代替が廃プラスチック製容器
包装の処理システムに与える効果の程度は分別収集率により異なるものの、素材代替は分別収集
率に寄らず GHG 削減に繋がることが確認された。実際にはリサイクルに適した品質等の制約は
あるものの、仮に分別収集率が 100%となった際のポテンシャルは、S3 で 2.21 ton-CO2eq/m3の
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図 3-6 GHG 排出量と分別収集率の関係 
※点線は 2008－2010 年度の我が国の分別収集率平均値 39.3% 
 
 各シナリオの廃プラスチック製容器包装の混合処理およびリサイクルの GHG 排出原単位を表 
3-5 に示した。S1 と S2 のリサイクルによる GHG 排出原単位はいずれも 1.22 ton-CO2eq/m3とな







表 3-5 廃プラスチック製容器包装の混合処理およびリサイクルの 
GHG 排出原単位（ton-CO2eq/m3） 
 Existing case Biomass-based replacement case 
S1 S2 S3 S4 S5 
Treatment: collection as mixed waste 2.05 2.37 1.27 1.21 1.27 



















































 本解析はいくつかの不確実性を有する。Clavreul ら[166]は廃棄物管理の LCA における不確実
性を、Heijbregts ら[167]のフレームワークを用いて「解析モデルによる不確実性」、「シナリオに
よる不確実性」、「パラメータによる不確実性」に 3 分類した。例えば、任意の技術選択が「シナ
リオによる不確実性」に該当する。日本の焼却施設の平均発電効率 11.6%は EU の 21.6%[168]
と比べると低いが、これは日本の方が廃棄物の熱量が低いためである。Clavreul ら[166]はリサイ
クル時の代替率を「パラメータによる不確実性」の 1 つに挙げている。Nishijima ら[134]は廃プ
ラスチック製容器包装の LCA において MR の代替率が最も感度の高いパラメータであると指摘
している。本研究の不確実性を有するパラメータは PBSA 配合率、素材代替率、各プロセスのエ
ネルギー消費量、MR の代替率、等が挙げられ、今後より詳細な不確実性の把握が必要である。 
 本研究では、PBSA を 70%配合したバイオマスプラスチック製容器製品が化石資源素材と比べ
GHG 増加傾向を示したことを受け、PBSA 樹脂製造の GHG 排出原単位について不確実性分析を
実施した。本解析では PBSA 樹脂製造の GHG 排出原単位は化石資源由来の樹脂製造時 GHG 排
出原単位の平均値を用いている。化石資源由来の樹脂製造時の GHG 排出原単位は樹脂の素材に
よって 1.33－1.94 ton-CO2eq/ton の幅を持つ[157]。実際の PBSA 樹脂製造時の GHG 排出量を得
ることが困難であったことから、この幅を用いて不確実性分析を行った。結果は図 3-7 のとおり、
PBSA 樹脂製造時の GHG 排出原単位が化石資源由来の原単位の変動幅に収まるようであれば、
素材代替によるバイオマスプラスチック製容器製品の GHG 増加傾向は変わらないことが確認さ




図 3-7 プラスチック樹脂製造プロセスの GHG 排出量の不確実性分析結果： 


























































































めば、素材転換に伴う GHG 排出量は将来低下すると考えられる。 
 
3.10. 本章の結論 
 本研究ではプラスチック製容器包装のバイオマスプラスチック（PLA100%または PLA と
PBSA の混合素材）への素材代替によるライフサイクル GHG 排出量削減効果を定量化し、以下
のことが明らかとなった。 
 現状の化石資源由来のプラスチック製容器包装の生産～処理・リサイクルシナリオ（S1）と
比較して、素材代替により 14－20%の GHG を削減できる。 
 素材代替に関わらず分別収集の促進が重要となる。分別収集率が 100%となったポテンシャ
ルとして、素材代替による GHG 排出量は 2.21 ton-CO2eq/m3となり、S1 と比較して 32%の
削減効果が期待できる。 
 食品容器の素材代替は GHG 排出量を S1 から 10%削減可能なことから、食品容器の素材代
替が最も効果的である。 
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産拡大が重要である。世界の輸送部門でのバイオ燃料消費量は 2011 年時点で 1.3 Mboe/day（1.0 
boe = 原油換算 1 バレル）にのぼり、2035 年までに 4.1 Mboe/dayn まで増加すると予測されて
いる。輸送用燃料需要全体に占める割合としては 2011 年で 3%、2035 年には 8%に相当する。こ




世界中で開発されている[177－179]。177, 178, 179 
 京都市では家庭からの廃食用油（使用済み天ぷら油）の回収活動が 1998 年から始まり、2004
年には BDF 製造が開始されている。京都市により運用されている BDF 製造施設は 5 kL/day 
(1,500 kL/yr)の生産能力を有し、自治体運営の施設としては国内最大規模となる。製造技術は、
脂肪酸メチルエステル（FAME: fatty acid methyl esters）から成る BDF の製造法としては一般
的なアルカリ触媒法[180, 181]を採用している。2012 年度には家庭系 196 kL、事業系 1,100 kL
の廃食用油を原料として約 1,300 kL/yr の BDF を製造した。家庭系廃食用油の市内賦存量は約
1,140 kL/yr と推定されていることから、BDF 製造のための回収率は約 17%と推定される。製造
された BDF は B20（軽油への BDF 配合率 20%）として市バス利用、または B100（BDF100%）
としてごみ収集車で利用している。 
 一方、大気汚染防止の観点からディーゼル車の排ガス規制に対する関心が世界的に高まってい
る[182]。表 4-1 に整理したとおり、日本もまた、NOxや PM (particulate matter)等の排出規制
が段階的に強化されてきている[183]。例えば NOx の場合、3.5 ton 以上の車両について 2002－
2004 年の新短期排ガス規制は 3.38 g-NOx/kWh だったが、2005－2008 年の新長期排ガス規制で
は 2.00 g-NOx/kWh、2009 年以降のポスト新長期排ガス規制は 0.700 g-NOx/kWh にまで強化さ
れている。しかし、FAME タイプの BDF（FAME-BDF）の使用が車両不具合を生じることが指
摘されている[184－186]。特に、新長期排ガス規制対応のために DPF (diesel particulate filter)
や NOx 還元触媒等の高度な浄化機能が追加された新型車両において技術上の問題が生じるよう
になった。184,185,186 
これらの問題が FAME-BDF の車両利用の主要な障害となり始めたことを受け、新たな BDF 製
造技術に関心が集まりつつある。特に着目されているのが HVO (hydrotreating of vegetable oils)
であり、主に EU 圏において商業的に生産供給されている。HVO は米国では renewable diesel、
HDRD (hydrogenation derived renewable diesel) 、 日 本 を 含 む 極 東 地 域 で は HBD 
(hydrogenated biodiesel)とも呼ばれる[187]。HVO は主にパラフィンから成り芳香族化合物や酸
素、硫黄を含まない。HVO は一般的に FAME-BDF と比較して高いセタン価、酸化安定性を示す
[188]。また、HVO 製造技術は植物油だけでなく動物油脂にも適用可能である。したがって、HVO
製造技術は BDF の原料拡大、ひいては BDF 供給拡大の観点からも期待されている技術である。
現在、HVO 生産量として世界最大手の Neste Oil は「NExBTL」というブランド名で HVO を供
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給しており、稼働中の 4 施設の生産能力は合計約 200 万 ton/yr である。原料は植物油と動物油脂、
そして廃動物油脂等の廃棄物や残渣であり、廃棄物・残渣が原料の半分以上を占める[189]。また、
ヘルシンキでは 2007 年秋から 2010 年冬までの 3.5 ヶ年プロジェクト OPTIBIO が展開されてい
た。同プロジェクトでは燃料供給システムや車両を何ら改良することなく従来の軽油から HVO
へ代替できるかどうかを実証した[190]。HVO は軽油への配合燃料として高く適合していると現
在 WWFC (Worldwide Fuel Charter)により評価されている[186]。 
 
表 4-1 日本のディーゼル自動車排ガス規制の変遷 
 短期 長期 新短期 新長期 
ポスト 
新長期 
適用年 1994 1997 2003 2005 2009 
試験モード 13 mode 13 mode 13 mode JC08 JC08 
規制値  
NOx (g/kWh) 6.8 4.50 3.38 2.0 0.7
PM (g/kWh) 0.96 0.25 0.18 0.027 0.010
CO (g/kWh) 9.20 7.40 2.22 2.22 2.22
HC, NMHC (g/kWh) 3.80 2.90 0.87 0.17 0.17
3.5 ton 以上のトラックの場合 （2005 年以前は 2.5 ton 以上)。 
 
 HVO は日本においても開発されており、HBD と称されている。接触分解水素化精製法が製造
技術として着目され[191, 192]、京都市、ASTEM や企業等による 3 ヶ年の実証プロジェクトが
2012－2014 年度にかけて展開中である[193－195]。一般的な製造法と異なり、接触分解プロセ
スは脱炭素化を促進する。これにより、後段の水素化反応は通常の高温高圧条件（4－6 MPaG、
300－350℃）と比較して緩やかな反応条件（1.0 MPaG、150℃）にでき、H2の消費量を 10 分の
1 に、またエネルギー消費量も抑えることが可能となる。したがって、本プロセスは廃食用油の
ような地域から収集できる原料を利用する中小規模の製造施設に適した技術と言える。製造され
た HBD は熱量や沸点等軽油により性状が近い。表 4-2 に京都市のプロジェクトで製造された
HBD を含むいつかの BDF（FAME-BDF, HVO, HBD)の燃料特性を纏めた。193,194,195 
 BDF 利用に関する LCA の既往研究について、Liang ら[196]は廃食用油を含む 7 種の原料を比
較し、原料毎の環境負荷の違いを定量的に明らかにした。Dufour ら[197]は遊離脂肪酸濃度が高




た HBD を軽油に 13%配合することで、FAME-BDF を配合した場合と比較して、well-to-tank
の化石燃料消費量を 2%、GHG 排出量を 9%削減できると報告している。Neste Oil [187]は軽油
と比較して、自社の HBD ブランド「NExBTL」がパーム油、菜種油、動物油脂を原料とした場




の観点からは、HBD 製造を含む利用システム全体で NOxや PM 等の排ガス排出量を評価し、従








表 4-2 種々の製造技術により生産された BDF の燃料特性 
 軽油 FAME HBD HVO 






密度（15°C） (kg/L) 0.823 0.884 0.844 0.77–0.79
動粘度（30°C） (-) 4.3 4.59 3.2 2.0–4.0
引火点 (°C) - 135 50 > 61
セタン価 56.3 52.5 51.7 > 70.0





> 48 5.9 > 36 < 25
流動点 (°C) - -2.5 -13.1 -
目詰点 (°C) - -5 -4 -
低位発熱量 (MJ/kg) 44.1 37.2 42.6 44.1
C (wt%) 86.0 77.1 85.9 -
H (wt%) 12.5 11.9 12.6 -
O (wt%) < 0.5 10.8 < 0.5 -
 
4.2. 機能単位とシステム境界 
 本研究で想定した廃食用油の性状を表 4-3 に示した。「廃食用油の処理」と「ごみ収集車での
使用」の 2 つの機能を考慮し、「家庭系および事業系の廃食用油それぞれ 1,142 kL/yr、1,108 kL/yr
の処理と 41.1 TJ 相当（軽油換算 1,157 kL）のごみ収集車用燃料の製造」を機能単位とした。こ








表 4-3 廃食用油の性状 
密度 0.92 ton/kL 
含水率 0.2 wt% 
低位発熱量 36.6 MJ/kg 
元素組成  
   C 78.1 wt% 
   H 11.5 wt% 
   O 9.8 wt% 





は産業環境管理協会により開発された LIME2 [202]を用いた。LIME とは、日本の第 1 期 LCA
プロジェクト（1998－2003）において開発された LCIA (life cycle impact assessment)の影響評




表 4-4 影響領域とインベントリの対応関係 
影響領域 対象物質 特性化係数の単位 
化石資源消費 原油, 石炭, 天然ガス Consumption energy [MJ] 
地球温暖化 CO2, CH4, N2O GWP [kg-CO2eq] 
都市域大気汚染 SOx, NOx, PM2.5, PM10 UAF [kg-SO2eq] 
酸性化 SO2, NOx DAP [kg-SO2eq] 
GWP: global warming potential, UAF: urban air pollution characterization factor, DAP: deposition oriented 
acidification potential. LIME2 では PM2.5と PM10 の特性化係数なし。 
 
表 4-5 影響領域とエンドポイントの対応関係 
影響領域 
人間健康 社会資産 生物多様性 一次生産 
[DALY] [Yen] [EINES] [NPP] 
化石資源消費  ✓ ✓ ✓ 
地球温暖化 ✓ ✓   
都市域大気汚染 ✓    
酸性化  ✓  ✓ 
DALY: disability-adjusted life year, Yen: Japanese yen, EINES: expected increase in number of extinct species, 





オマス由来の CO2 排出はカーボンニュートラルとして計上していない。LIME2 の被害評価にお




 シナリオは表 4-6 に示した 4 シナリオとした。ベースシナリオとして、家庭系廃食用油は混合
ごみとして廃棄、収集されて焼却処理、ごみ収集車には軽油が使用されるとした。ベースシナリ
オはさらに、新短期排ガス規制適合車両をごみ収集車に利用する S1-short と、新長期排ガス規制
適合車両を利用する S1-long の 2 つのシナリオを設定した。S1-short は我が国の現状を反映した
シナリオであり、S1-long は近い将来を想定したシナリオである。 
 BDF を製造するシナリオについては、廃食用油は分別収集されアルカリ触媒法で FAME-BDF
を製造するシナリオ（S2-short）、接触分解水素化精製法により HBD を製造するシナリオ（S3-long）





のみを S3-long として解析対象とした。各シナリオのシステムフローは図 4-1 に示したとおりで
ある。 
 
表 4-6 シナリオ設定 
  S1-short S1-long S2-short S3-long 
機能単位 1: 廃食用油の処理 (kL/yr) 
家庭系廃食用油 焼却処理 1,142 1,142 947 947
FAME-type BDF 
または HBD 製造 
－ － 196 196
事業系廃食用油 焼却処理 1,108 1,108 － －
FAME-type BDF 
または HBD 製造 
－ － 1,108 1,108
機能単位 2: ごみ収集車の走行利用 (kL/yr) 
ごみ収集車の排ガス規制適合状況 新短期 新長期 新短期 新長期 
軽油消費量 1,157 1,157 － 502
FAME-type BDF 消費量 － － 1,252 －





図 4-1 各シナリオのシステムフロー図 










































































 単位プロセスの主要な設定パラメータを附録 6 に纏めた。各単位プロセスの詳細は以下で説明
する。 
4.5.1. 収集 
 S1-short および S1-long では、家庭系の廃食用油は週 2 回収集の家庭ごみ収集で混合ごみとし
て収集されるとし、家庭ごみ収集の軽油消費量に対し 0.50%の重量比で配分した。なお、S2-short







 本プロセスでは、S1-short、S1-long では廃食用油、S2-short では FAME-BDF の副産物とし
て生成する廃グリセリンが家庭ごみ等と一緒に京都市内の焼却施設で焼却されるとした。焼却時
の排ガスとして CH4、N2O、SOx、NOx、PM2.5、PM10 を計上した。また、廃グリセリンはメタ
ノール由来の化石由来 C を含むことから、化石由来 CO2も計上した。廃食用油や廃グリセリンの
焼却に伴う焼却残渣の発生はないと仮定した。 




4.5.3. アルカリ触媒法による FAME-BDF 製造 
 アルカリ触媒法では廃食用油とメタノールを反応させ FAME-BDF を製造する。この際、副産
物として廃グリセリンも生成される。消費エネルギーとしては電力および灯油を計上した。イン
ベントリデータは京都市の BDF 製造施設の実績値を用いた。なお、メタノールは化石資源である




表 4-7 廃グリセリンの性状 
   含水率 22.0 wt% 
   グリセリン 47.3 wt% 
   メタノール 5.2 wt% 
   カリウム 3.2 wt% 
   油分 22.4 wt% 
元素組成  
   バイオマス由来炭素 (C) 93.0 wt% 
   化石由来炭素 (C) 7.0 wt% 
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に対するの収率（エネルギーベース）は 90.7%であった。このうち、HBD の収率は 52.8%であり、
バイオ燃料としての収率は FAME-BDF と比較すると低い。 

















（軽油と FAME-BDF）の排ガス試験結果[207]から排出係数を設定した。HBD については 2014
年 9 月から実車走行試験が開始しており、未だ排ガス試験データが得られていないため、軽油と





 特性化結果を図 4-2 に示した。地球温暖化に関して、いずれのシナリオも CH4、N2O と比較し
て CO2が主な寄与物質であった。S1（S1-short および S1-long）、S3-long はごみ収集車走行プロ
セスで軽油を使用するため GHG 排出量が増加した。S2-short では副産物である廃グリセリンの
焼却が化石資源（天然ガス）由来 CO2排出を伴うものの、正味 GHG 排出量は負値（-150 t-CO2eq/yr）
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となり、廃食用油を原料とした FAME-BDF 利用システムは GHG 削減効果が期待できることが
明らかとなった。一方、S1、S3-long では正味 GHG 排出量はそれぞれ 1,561 t-CO2eq/yr、547 
t-CO2eq/yr と推定された。同シナリオでは、ごみ収集車走行プロセスが主な GHG 排出プロセス
であり、焼却時の発電電力や HBD 製造時の余剰ナフサ留分の代替による GHG 削減効果で相殺
することはできなかった。S1 と比較した S3-long の GHG 削減効果は 65%となった。RED 
(Directive 2009/28/EC)[209]では菜種油、パーム油を原料とした場合の軽油と比較した HVO の
GHG 削減効果をそれぞれ 47%、65%として紹介している。また、Neste Oil の HVO ブランドで









や S2-short では、ごみ収集車からの NOx 排出が支配的であった。そして、新長期排ガス規制適
合ケースの S1-long や S3-long との比較から、新長期排ガス規制適合車両に使用車両をシフトす
ることで NOx 排出量を大きく低減できることが示唆された。例えば、S1-long では S1-short か
ら都市域大気汚染および酸性化をそれぞれ 90%、78%低減できる結果となった。焼却処理時のエ
ネルギー回収による代替効果も正味の大気汚染物質低減に寄与し、S1-short の方が S2-short より
優位、また、S1-long の方が S3-long より優位な結果となった一因であった。S3-long は S1-short












図 4-2 環境影響領域別の特性化結果 
 
4.6.2. 被害評価結果 
 被害評価結果を図 4-3 に示した。ごみ収集車走行プロセスからの NOx排出が人間健康に大きく
影響し、S1-short、S2-short では全負荷のそれぞれ 42%、67%、S1-long と S3-long ではそれぞ






























































































































































 それぞれのエンドポイントの被害評価をまとめた表を表 4-8 に示した。S3-long が 4 シナリオ
の中で人間健康と社会資産に対し最も被害影響が低いことが分かる。生物多様性に対しては
S1-short、S1-long が、また、一次生産に対しては S1-long が最も低かった。これらの被害影響を
統合的に評価することが重要であり、統合化結果は次項で報告する。 
 
表 4-8 エンドポイント別の被害評価結果概要 
  S1-short S1-long S2-short S3-long 
人間健康 [DALY] 1.10 0.60 0.69 0.32
社会資産 [Million Yen] 5.08 3.64 2.02 1.43
生物多様性 [×10-10 EINES] -27.4 -27.4 -9.87 -8.40













図 4-3 エンドポイント別の被害評価結果 



































































































































































































 統合化結果を図 4-4 に示した。国内現状を反映した S1-short と比較して、FAME-BDF を利用
する京都市の現状を反映したS2-shortは地球温暖化と化石資源消費の低減に効果があった。一方、
S1-long は都市域大気汚染と酸性化の低減に効果が見られた。その結果、S1-short と比較した
S1-long、S2-short の環境負荷低減効果はいずれも 42%であった。したがって、S1-long のように
新長期排ガス規制に適合したごみ収集車が広く普及する頃には、新短期排ガス規制適合車両でし
か FAME-BDF を利用できない S2-shortの社会システムの便益が相対的に損なわれる可能性が示
唆される。しかし、HBD を利用した S3-long は S1-short や S1-long と比較してそれぞれ 71%、





図 4-4 統合化結果 




 LCA 解析においてはパラメータが持つ不確実性に注意しなければならない[166, 167]。本解析























































2012 年度の排出係数が 5 ヶ年間の最大値であった。 
 焼却施設の処理規模が小さい場合、技術上の観点から発電能力を持たない場合も考えられる。
我が国では約 1,100 の焼却施設のうち 310 の施設がごみ発電を行っており、その発電効率は 2011
年度で 11.7%である[210]。2013－2017 年度の廃棄物処理施設設備計画では、期間中に整備され
た焼却施設の平均発電効率を 21%にすることを重点目標としている[211]。したがって、蒸気発電







 焼却処理施設の PM2.5 排出係数は施設に実装された排ガス処理システムに依存する。塩田ら
[214]の 4 施設の測定データを用いて PM2.5 排出係数の不確実性分析を実施した。 
 
表 4-9 不確実性分析を実施したパラメータリスト 
  Min. Default Max. 
A) 消費電力の排出係数 (g/kWh) 
 CO2 0.412 0.570 0.570
 SOx 0.138 0.195 0.195
 NOx 0.170 0.225 0.225
B) 焼却施設の発電効率 
  0% 15% 20%
C) ごみ収集車排ガスの NOx排出係数 (g/L) 
 Diesel, the new short-term st. 16.2 18.8 -
 Diesel, the new long-term st. 3.32 4.29 10.1
 FAME-type BDF, the new short-term st. 16.2 17.3 -
 HBD, the new long-term st. 3.32 4.29 10.1
D) 焼却施設からの PM2.5排出係数 (mg/ton of WCO) 
  37.2 798 1999
EF: emission factor（排出係数）、 WCO: waste cooking oil（廃食用油）． 
 
 特性化の不確実性分析結果を図 4-5 に、被害評価および統合化の不確実性分析結果を図 4-6 に
示した。系統電力の排出係数に関しては、NOx や SOx の排出係数の影響は小さかったのに対し、
CO2 排出係数は地球温暖化、人間健康と統合化結果に影響を与えた。また、系統電力の排出係数








結果に大きく影響した。これは排出係数の変動幅がS1-shortの 16.2－17.3 g/LやS2-shortの 16.2
－18.3 g/L よりも S1-long と S3-long の 3.32－10.1 g/L の方が広いためである。 
 焼却施設の PM2.5排出係数は、不確実性分析で対象とした他の 3 つのパラメータよりも統合化
結果に大きな変動幅を与える傾向が明らかとなった。これは PM2.5 排出係数が人間傾向に大きく





 以上の不確実性分析の結果から、S1-long と S2-short の順位が逆転する可能性はあるものの、
我が国の現状を反映した S1-short から HBD を利用する S3-long へシフトすることの有効性が確
認された。 














図 4-5 特性化の不確実性分析結果 





































































































図 4-6 被害評価および統合化の不確実性分析結果 
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 不確実性も考慮した統合化結果から、国内の現状を反映した S1-short は最も環境負荷が大き
く、HBD を利用する S3-long が最も環境負荷が低いことが確認された。 
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施設の更新期間を 30 年とすると、国内 1,252 焼却施設のうち、約 1/3 の 423 施設が 2020 年まで
に、2/3 以上の 990 施設が 2030 年までに更新が必要となる[218]。こうした更新時期において、
特に MSW の焼却発電が難しいとされる処理量 100 t/日以下の規模となる中小都市にとって、
MSW 中の厨芥類のバイオガス化は魅力的なエネルギー回収技術となる。本節では、平成 24 年度
廃棄物系バイオマス利用推進事業[219]での検討を踏まえ、焼却施設の更新に伴う AD 施設導入の




推計に当たっては表 5-1 に示したとおり、平成 23 年度一般廃棄物処理実態調査の統計データ
[218]を用い、「廃止」または「休止」している施設は稼働当時の処理量が不明なため除外した。「新
設（建設中）」については年間処理量がゼロの場合のみ除外した。それ以外の施設についても、平
成 23 年度ならびに平成 24 年度の年間処理量がゼロの場合は除外した。その他、ごみ組成データ
が矛盾している施設を除外する等の整理を経て国内 1,068 の焼却施設を推計対象とした。このう
ち、広域処理、個別処理の内訳はそれぞれ 379 施設、689 施設である。 
 
表 5-1 本研究の推定対象及び除外施設数の構成 
 施設数 
平成 23 年度一般廃棄物処理実態調査に記録がある施設 1,252 
除外施設 廃止 38 
 休止 100 
 新設（建設中）かつ年間処理量がゼロ 9 
 平成 23 年度、平成 24 年度ともに年間処理量がゼロ 24 
 その他 13 




時系列としては 2011 年（平成 23 年）現在、2020 年、2030 年段階を想定し、施設使用期間は
30 年とした。将来の都市廃棄物焼却量は各施設の収集地域内（市町村内）の人口（出生中位・死
亡中位推計値）[220]に比例して増減すると仮定し、2011 年の MSW 処理量に人口増減率（2010
年比）をそれぞれ乗じて推定した。推定対象とした 2011 年稼働中 1,068 施設の処理労力別のごみ
収集区域内の人口増減率を表 5-2 に示した。処理能力 300 ton/日以上の施設の収集区域内の人口








能力に対する焼却量の割合（平均値では 51.5%）が更新後も維持されると仮定した。表 5-3 に施
設使用期間 30 年とした時の 2020 年および 2030 年段階に更新が必要な施設数と人口ベースで推
定した MSW 年間処理量を整理した。 
 
表 5-2 焼却施設処理能力別の収集区域内人口増減率（2010 年比） 
2011 年稼働中の  収集区域内の人口増減率（2010 年比） 
焼却施設の処理能力 施設数 2010 年 2020 年 2030 年 
50 ton/日未満 313 100.0% 93.3% 84.9%
50 ton/日以上－300 ton/日未満 571 100.0% 96.3% 90.0%
300 ton/日以上 184 100.0% 100.2% 96.8%
合計 1,068 100.0% 98.6% 94.1%
※市町村内に複数の焼却施設がある場合は人口を重複して計上している。 
 
表 5-3 2011 年、2020 年および 2030 年における更新施設数および廃棄物年間処理量 
  施設数 年間処理量（千 ton/年） 
   MSW うち厨芥類 
2011 年現在 1,068 34,920 14,203 
2020 年までに  
 更新を迎える焼却施設 324 9,665 4,025 
 継続使用できる焼却施設 744 24,223 9,750 
 合計 1,068 33,888 13,775 
2030 年までに  
 更新を迎える焼却施設 825 22,224 9,007 
 継続使用できる焼却施設 243 9,657 3,947 
 合計 1,068 31,881 12,954 
※施設使用期間 30 年として。 
 
＜施設更新シナリオ設定＞ 
2011 年段階で発電設備を有する焼却施設は 308 施設、平均発電効率は 11.7%（単純平均）であ








後の規模として 100 t/日以上の処理能力となる施設においては発電効率 15%で発電可能とした。
さらに、施設更新時に AD 施設を導入し厨芥類を AD 利用、かつ残りの MSW（以下「その他可
燃ごみ」）は焼却処理、そのうち処理能力 100 t/日以上の焼却施設においては高効率焼却発電施設
に更新するシナリオを「高効率焼却発電+AD 導入シナリオ」（以下「S2020-B」、 「S2030-B」）
とした。ごみ発電時の発電効率は 100 t/日以上 300 t/日未満規模の施設で 15%、300 t/日以上で
20%とし、AD 導入ケースは効率 40%のガスエンジン発電とした。各シナリオの規模別の建設施
設数内訳を表 5-4に、シナリオ別の各施設処理量を表 5-5に整理した。例えばS2020-Aの300 ton/






































表 5-4 2020 年および 2030 年の処理規模別の施設数内訳 
  未更新 更新 


















焼 50 未満 240 52 73 261 134 403
却 50～100 未満 133 39 64 158 93 196
施 100～300 未満 246 98 128 276 79 181
設 300 以上 125 54 59 130 18 45
 合計 744 243 324 825 324 825
A 20 未満  － － 80 283
D 20～50 未満  － － 92 220
施 50～100 未満  － － 80 168
設 100 以上  － － 72 154
 合計  － － 324 825
※1 着色セル：発電を伴う施設。未更新（継続使用）の焼却施設については 2011 年時点の状況を踏襲。 
 
表 5-5 シナリオ別の各施設の廃棄物処理量内訳 
 S2011 S2020-A S2020-B S2030-A S2030-B  
焼却施設 34.9 33.9 29.9 31.9 22.9 百万 ton/年
AD 施設 0.0 0.0 4.0 0.0 9.0 百万 ton/年
合計 34.9 33.9 33.9 31.9 31.9 百万 ton/年
 





より湿重量当たりの LHV が増加することを考慮するため、Eq. 5－1 に示した Steuer の LHV 推
定式[73]を用いてMSW、厨芥類ならびに厨芥類分別時のその他可燃ごみのLHVを推定した。LHV




推定すると、厨芥類を全量分別することでその他可燃ごみの LHV は 48.2%増加する。全対象施













AD 施設については厨芥類中の TS 当たり、廃水発生量当たりの原単位を用いて算出した。なお、
焼却施設は更新時に省エネ化等により消費電力を低減できることも予想されるが、本研究におい
ては考慮していない。ライフサイクル GHG 推定について、系統電力の CO2 排出係数は 0.439 
kg-CO2/kWh[222]を、軽油は 2.83 kg-CO2/L[223]を用いた。 
 
ܮܪܸ	 ൌ 339.4	 ൈ ሺܥ െ 38ܱሻ ൅ 238.8 ൈ
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わら類 厨芥類 不燃物類 その他 
化石由来 C [dry%] 10.9 76.1 0.0 0.0 0.0 0.0
バイオマス由来 C [dry%] 35.7 0.0 47.7 42.5 17.1 17.1
H [dry%] 6.4 11.3 6.0 5.9 2.2 2.2
N [dry%] 0.5 0.2 0.8 3.1 0.9 0.9








表 5-7 化石エネルギー関連の設定パラメータ 
プロセス 項目  値 単位 出典 
収集 軽油消費量 混合収集 4.05 L/ton [205, 計算値]
  分別収集（厨芥類） 5.63 L/ton [205, 計算値]
  分別収集（その他可燃） 4.22 L/ton [205, 計算値]
焼却 消費電力 － NIES の回帰式 [164] 
メタン発酵 消費電力 前処理・発酵 357.5 kWh/ton-TS [72] 
  廃水処理 32.5 kWh/ton-廃水 [72] 
 
5.1.3. 解析結果 
発電電力量の解析結果を図 5-2 に示したが、S2020-A、S2030-A シナリオはそれぞれ現状と比
較して 28%、42%の発電電力量が増加する結果となった。すなわち、2020 年までに更新を迎える
施設は 1990 年以前に建設された施設であり、発電を伴わない大規模施設が施設更新によって発











年、2030 年それぞれで 1300 GWh/年（発電能力 21 万 kW）、2900 GWh/年（発電能力 46 万 kW）
と試算された。この時の焼却施設の発電電力量から割り戻した発電能力は、それぞれ 2020 年で
171 万 kW、2030 年で 182 万 kW となった。また、焼却施設の処理能力別の発電ポテンシャル内






排出量を図 5-4 に示した。AD 施設導入（S2020-B、S2030-B）により、高効率焼却発電のみへ
の更新（S2020-A、S2030-A）からさらに 2020 年では 4.1 PT/yr、2030 年では 13 PJ/yr のエネ
ルギー回収がそれぞれ期待できる結果となった。2011 年度の世帯当たりの家庭部門のエネルギー
消費量 38.4 GJ/世帯/yr [224]で換算すると、S2011 と比較して、S2020-B、S2030-B には約 152
－214 万世帯分のエネルギーの提供が期待できる。S2011 と比較した GHG 削減効果としては、
89 
 






図 5-2 施設更新に伴う発電ポテンシャル推計結果 
 
表 5-8 焼却施設の処理能力別の発電ポテンシャル内訳 
焼却施設の 
処理能力 [ton/日] 
 S2011 S2020-A S2020-B   
 焼却施設 焼却施設 焼却施設 AD 施設 Total 
50 未満 [GWh/yr] 34 4 31 178 209
50～100 未満 [GWh/yr] 557 73 550 329 879
100～300 未満 [GWh/yr] 3,775 3,573 5,299 599 5,898
300 以上 [GWh/yr] 4,590 7,831 4,993 210 5,202
合計 [GWh/yr] 8,957 11,481 10,873 1,316 12,188
焼却施設の 
処理能力 [ton/日] 
  S2030-A S2030-B   
 焼却施設 焼却施設 焼却施設 AD 施設 Total 
50 未満 [GWh/yr]  5 60 459 519
50～100 未満 [GWh/yr] 83 458 603 1,060
100～300 未満 [GWh/yr] 5,032 6,226 1,239 7,464
300 以上 [GWh/yr] 7,587 4,853 644 5,497

























































図 5-3 シナリオ別の 
エネルギー収支結果 
図 5-4 シナリオ別の 
ライフサイクル GHG 結果 
 
5.1.4. 広域処理モデルケース試算 
最後に、施設更新の機会を利用した MSW 処理戦略の一例として、MSW 発生量 40 ton/日規模
（人口 3～5 万人程度）の 4 市町の広域処理モデルケースの効果試算を紹介しておく。本広域での
MSW 発生量は 160 ton/日（58,400 ton/年）であり、そのうち厨芥類は 33.9%の 54.2 ton/日（19,800 
ton/年）とした。施設更新後の MSW 処理イメージは表 5-9 に示したとおり、Case 1 と Case 2
では施設更新時に広域処理が維持できず各市町で個別処理を行うケース、Case 3 および Case 4
も広域処理を継続するケースを想定した。処理方法は MSW を全量焼却する（Case 1、Case 3）、






表 5-9 広域処理モデルケースの MSW 処理方法 
 個別/広域 処理方法 
Case 1 個別処理 MSW 全量：焼却施設（未発電） 
Case 2 個別処理 厨芥類：AD 施設（発電効率 40%） 
その他 MSW：焼却施設（未発電） 
Case 3 広域処理 MSW 全量：焼却（発電効率 15%） 
Case 4 広域処理 厨芥類：AD 施設（発電効率 40%） 
その他 MSW：焼却（発電効率 15%） 
 
 試算結果を表 5-10 に整理した。個別処理では厨芥類を AD 利用することで一定の発電余剰電
力を得ることはできるが、焼却施設と合わせた全体では余剰電力は得られないことが分かる




















































施設に更新することで 12,000 MWh/年（Case 3）、AD 施設導入と組み合わせることで 17,000 
MWh/年（Case 4）の余剰電力が期待できる結果となった。GHG 削減量としてはそれぞれ 5,400 
t-CO2/年、7,400 t-CO2/年の削減効果となる。Case 4 の焼却処理は、厨芥類の分別による「その
他 MSW」の発熱量増加効果で Case 3 と同程度の余剰電力が期待でき、さらにバイオガス発電に
よる発電効果が上乗せされた。 











表 5-10 広域処理モデルケース試算結果 
   個別処理 広域処理 











焼却施設 消費電力 MWh/年 8,760 5,791 8,760 5,791
 発電電力 MWh/年 0 0 21,160 18,184
 (発電能力) kW 0 0 (2,416) (2,076)
 余剰電力 MWh/年 -8,760 -5,791 12,400 12,393
 GHG 削減量 t-CO2/年 -3,846 -2,542 5,444 5,441
AD 施設 消費電力 MWh/年 － 2,073 － 2,073
 発電電力 MWh/年 － 6,472 － 6,472
 (発電能力) kW － (739) － (739)
 余剰電力 MWh/年 － 4,399 － 4,399
 GHG 削減量 t-CO2/年 － 1,931 － 1,931
合計 余剰電力 MWh/年 -8,760 -1,392 12,400 16,792
 GHG 削減量 t-CO2/年 -3,846 -611 5,444 7,372




図 5-5 広域処理モデルケースの 
エネルギー収支結果 
図 5-6 広域処理モデルケースの 






















































































 機能単位は「京都市で 1 年間に発生する MSW 577,888 ton/yr および廃食用油 1,806 ton/yr の
処理」とした。MSW は家庭系ごみ、事業系ごみおよび持ち込みごみを対象とし、MSW の発生量
は 2008 年度実績を用い、廃食用油については京都市 BDF 燃料化施設での利用量のみ計上した。
京都市の MSW 組成データ[225－228]を表 5-11 に、ごみ分類別の元素組成データ[221]を附録 7
に示した。廃棄物系バイオマスについて、厨芥類の割合は家庭系ごみ 35.2%、事業系ごみ 41.1%、
雑紙については家庭系ごみ 23.5%、事業系ごみ 20.9%である。木質類の割合は家庭系ごみ 2.5%、
事業系ごみ 5.5%、持ち込みごみ 63.4%であり、主に持ち込みごみから排出される。 
システム境界は廃棄物の収集から処理・リサイクル、最終処分までとした。評価する環境影響
領域は地球温暖化とし、CO2、CH4、N2O 排出量を算出の上、GWP100 年値[156]を用いて特性化
した。225, 226, 227, 228 
表 5-11 京都市の MSW 組成[225－228] 








厨芥類  35.2% 41.4% 0.0%
紙類 古紙類 9.3% 12.2% 6.4%
 雑紙 23.5% 20.9% 4.8%
プラスチック類 容器包装 9.6% 5.5% 
4.7% PET ボトル 1.5% 0.9% 
 その他 1.8% 6.2% 
木質類  2.5% 5.5% 63.4%
金属類 アルミ缶 0.3% 0.2% 
2.0% スチール缶 0.6% 1.0% 
 その他 1.5% 0.9% 
その他 ガラス類、繊維類、等 14.2% 5.6% 18.7%
     
廃食用油 (ton/yr)  1,806 




 対象としたシナリオを表 5-12 に纏めたとおり、「全量埋立」（S1）、「全量焼却」（S2）、「リサイ
クル」（S3）、「厨芥類堆肥化」（S4）、「廃棄物系バイオマス利用」（S5-a,b）を設定した。S1 は嫌
気性埋立を想定した。本シナリオは我が国では一般的ではないものの、多くの途上国が抱える現




S4 は S3 に加え、厨芥類のみ分別収集、堆肥化利用されるシナリオであり、化学肥料を代替す
るとした。S5 は平成 19～21 年度に京都市で実施された地域実証事業「京都バイオサイクルプロ
ジェクト」[229]で実証された廃棄物系バイオマスの地域統合利用シナリオである。具体的には、
廃食用油を BDF 利用し、BDF 製造に必要なメタノールを廃木材の熱分解ガス化・メタノール合







S5-b とした。各処理・リサイクル方法別の代替物は表 5-13 に纏めた。 
 各品目について、焼却処理せず分別収集するシナリオでの分別収集率は、プラスチック製容器




表 5-12 設定シナリオ 
No. Scenario 
























2 Incineration Incineration Incineration Incineration Incineration Incineration Incineration 
3 Recycling Incineration Incineration Incineration Incineration Recycling 
Incineration or 
recycling 
























表 5-13 処理・リサイクル方法別の代替物 




PET ボトル 再生 PET 樹脂製造 PET 樹脂 
アルミ缶 再生アルミ地金製造 アルミ新地金 
スチール缶 電炉鋼製造 スチール新地金 





※バイオガスは GE 発電利用 
電力 
廃食用油 BDF（FAME）製造 軽油 
草木類 熱分解ガス化＋GE 発電 電力 





















インベントリデータは JCPRA の値[160]を用いた。 
 
＜堆肥化：厨芥類＞ 
 堆肥の生産量は堆肥の含水率と有機物分解率から算出した。投入エネルギー及び GHG 排出量
96 
 
は、製造過程で消費する電力及び軽油、加えて分解ガス中の CH4 および N2O を計上した。代替












し、埋立処分することとした。精製ガス中の CO と H2はそれぞれ 10%-dry 前後である。GE 発
電プロセスでは、精製ガスの LHV と発電効率から発電電力を算出し、発電効率は 33%とした。 
 
＜BDF 製造：廃食用油＞ 





 シナリオ分析結果を報告する前に、MSW の品目別に見たライフサイクル GHG 排出原単位を
概説する。まず、一般的に 3R 施策の効果を定量化する際にベース（比較対象）とされる処理方
法、即ち埋立処理および焼却処理による廃棄物品目別のライフサイクル GHG 排出原単位（湿重
量ベース）を図 5-7 に示した。廃棄物系バイオマスの直接埋立による GHG 排出量が特に大きい
ことが確認できる。厨芥類の GHG 排出原単位が紙類等の他のバイオマスと比べ低いのは含水率
が高いためである。焼却処理（発電効率 15%）をベースとし比較した際の、MSW の品目別のリ






図 5-7 MSW 品目別の埋立・焼却処理時のライフサイクル GHG 排出原単位 
 
表 5-14 MSW 品目別のリサイクル時のライフサイクル GHG 排出/削減原単位 





PET ボトル 再生 PET 樹脂製造 －2.04 
アルミ缶 再生アルミ地金製造 －6.10 
スチール缶 電炉鋼製造 －0.73 
厨芥類 堆肥化 0.06 
 AD （GE 発電利用） －0.11 
厨芥類＋雑紙 AD（GE 発電利用） －0.13 
廃食用油 BDF 製造 －1.49 




焼却処理（発電効率 15%）をベースとして比較した際の GHG 排出/削減原単位、 
正値：ベースよりも GHG 増、負値：ベースよりも GHG 減（削減効果あり） 
 
 続いて、シナリオ分析結果を図 5-8 に示した。全量埋立（S1）では 73 万 ton-CO2eq/年の正味
GHG 排出となる。焼却シナリオ（S2）では 14.6 万 ton-CO2eq/yr の GHG 排出であり、プラス
チック製容器包装の分別リサイクルにより、さらに 4.6 万 ton-CO2/yr が削減される結果（S3）と
なった。対して、メタン発酵利用を含む S5-a,、S5-b の正味 GHG 排出量は 9.1 万 ton-CO2eq/年、

































図 5-8 廃棄物系バイオマスを含む MSW 処理・リサイクルのシナリオ分析結果 
 
 MSW の分別・3R の促進を図ることで、さらに GHG 排出量を低減できる可能性が示唆される。
そこで、分別収率 100%を達成した際の最大効果を明らかにするため、厨芥類および雑紙がとも
に100%利用されるものとした解析結果を図 5-9に示した。その結果、メタン発酵利用を含むS5-a,、
S5-b では国内現状（S3）と比べ 20～30%（2.0 万～3.0 万 ton-CO2eq/yr）の GHG 削減ポテンシ
ャルが期待できる。この内、実に 1.9 万 t-CO2eq/年を厨芥類のメタン発酵利用による削減効果が
占めた。 
 















































S2 S3 S4 S5-a S5-b
Incineration Recycling Composting Integrated



















GHG reduction ratio compared with Incineration scenario
















S2 S3 S4 S5-a S5-b
Incineration Recycling Composting Integrated



















GHG reduction rate compared with Incineration scenario













































 AD 施設を導入することで現状（2011 年時点）に比べ、それぞれ 2030 年までに 62%の発電
電力量増加が期待できることが明らかとなった。発電量ポテンシャルは AD 施設 46 万 kW、
焼却施設 182 万 kW となった。消費電力等も加味したライフサイクル全体でのエネルギー収
支は AD 施設導入により、高効率焼却発電のみへの更新からさらに 13 PJ/yr のエネルギー回
収が期待できる。S2011 と比較した GHG 削減効果としては、242 万 ton-CO2eq/yr の削減効
果と試算された。 




量は負値となり、削減効果が期待できる。AD 施設導入は将来の MSW 広域処理システムに
とっても十分検討する価値がある道筋であることが示唆された。 
 京都市をケーススタディとした大都市での廃棄物系バイオマスの地域利用シナリオ分析によ
り、正味 GHG 排出量は 8.3－9.1 万 ton-CO2eq/yr となり、現状と比較して 9－17%の GHG
削減が期待された。廃棄物系バイオマスの中では、特に厨芥類のメタン発酵が自治体の廃棄
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 2 章では廃棄物系バイオマスの 3R 効果の定量的評価に先立ち、廃棄物系バイオマスをはじめと














 3 章では発生抑制策の 1 つとして、プラスチック製容器包装のバイオマスプラスチック
（PLA100%または PLA と PBSA の混合素材）への素材代替によるライフサイクル GHG 排出量
削減効果を定量化した。この結果、現状の化石資源のプラスチック製容器包装の生産～処理・リ





勢の変化を考慮し、接触分解水素化精製法により製造した HBD を軽油や FAME-BDF と比較し
た LCA を行った。その結果、新長期排ガス規制適合車両が広く普及した将来においては、新短期
排ガス規制適合車両までにしか使用できない FAME-BDF の製造～利用システムによる環境負荷

















その結果、GHG 排出量は 8.3－9.1 万 ton-CO2eq/yr となり、現状と比較して 9－17%の GHG 削
減が期待された。廃棄物系バイオマスの中では、特に厨芥類のメタン発酵が自治体の廃棄物部門
由来の GHG 削減に大きく貢献し得る再資源化策策であることが確認された。 
 
 以上のとおり、ライフサイクルの観点に立った種々の廃棄物系バイオマスに対するシステム解






























組効果を定量化する際には、発生抑制等 3R の行動の因果関係を解明する必要がある。 
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第 2 章： 
附録 1 MSW 発生抑制の分類と行動例[9] 
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 目標年 2020 年 
＜家庭系＞ 
 厨芥類 5 kg/人/yr の減量 
 紙類 7 kg/人/yr の減量 
 家庭の容器包装 10 kg/人/yr の減量 
 庭ごみ 12 kg/人/yr の減量 
 Selectively collect and return 6 kg/inhab/yr of reusable items to the market. 
＜事業系＞ 
 厨芥類 6kg/事業所/yr の減量 
 紙類 30 kg/事業所/yr の減量 
 容器包装 1 kg/事業所/yr の減量 
＜学校＞ 
 厨芥類 3 kg/生徒/yr の減量 
 紙ごみ 2.5 kg/生徒/yr の減量 




＜Greening Government commitment の目標＞ 
 2015 年までに 2009 年 10 月比で 25%のごみ減量 
＜Courtauld Commitment の目標＞ 
 2015 年までに 2012 年比で 5%の厨芥類減量 
 2015 年までに 2012 年比で 3%の食料品サプライチェーンに係る紙類（包装ご
み等）の減量 
 









Italy  2020 年目標、2010 年比 
 MSW/GDP を 5%減量 
 Special hazardous waste/GDP を 10%減量 
 Special non-hazardous waste/GDP を 5%減量 
 
Latvia  目標年：2020 年 
 MSW 発生量 400 kg/人以下 
 MSW 総発生量 65 万 ton 以下 








Malta  目標年：不明 
 厨芥類減量宣言者（？committed food reducer）を年間 10%増加 
 ラジオや TV、新聞等の少なくとも 30 の媒体で厨芥類減量を啓発 
 食品購入時のノウハウを半数の学校、大中規模の事業所、スーパー、地元の食
料品店に配布 
 今後 5 年間で購入量に対する厨芥類の重量を現状の 22%から少なくとも 15%
に減量 
 
Netherlands  廃棄物総発生量を 2015 年までに 68 Mton 以下、2021 年までに 73 Mton 以下に
する。（→増える？） 
 2009 年比で 2015 年の食品ロスを 20%減量 
→そのために、廃棄物発生量を 17-31 kg/人に減量 






Portugal  2007 年比で 2016 年の一人当たり廃棄物発生量を 10%減量 
 
Scotland  2011 年比で 2017 年の廃棄物発生量 7%、2025 年 15%減量 
 
Slovakia  2018 年までに埋め立てられる有機性廃棄物を 1995 年比で 40%減量 
 




Wales  2007 年比で廃棄物発生量を 2025 年までに 27%、2050 年までに 65%減量 
 2006 もしくは 2007 年比で、2050 年までに以下の割合を減量 
 家庭系廃棄物発生量：毎年 1.2%減量 
→18,869 ton/年の減量に相当 
 産業廃棄物：毎年 1.4%減量 
 事業系廃棄物：毎年 1.2%減量 
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附録 3 既往研究における厨芥類の処理・再資源化方法別の正味 GHG 排出量 
出典 国/地域 原料 処理方法 単位 備考 
埋立 焼却 堆肥化 メタン発酵
Morris, et al. 
(2013) [100] － OW 








Møller, et al.  
(2009) [99] EU 
家庭系 
OW 








(2013) [129] Italy MSW 
840 (ER) －42a(ER) － －65a kg-CO2eq/
ton-MSW
Cherubini, et al. 
(2009) [97] Italy MSW 
1,300 (No ER)
590 (ER28%)
150（ER27%） － (－230) kg-CO2eq/
ton-MSW
MSW 中の FW 割合 49.5%。 
AD ケースは MSW の非有機物の
RDF（ER30%）の効果も含むため参
考値。 
Lundie et al. 
(2005) [130] Australia 
家庭系 
FW 








IGES (2011) [67] Developing Asia 
MS 中 
FW 







(2013) [98] Indonesia 
MSW 中
FW 




矢野ら（2011）[163] Japan FW － －25.0(ER15%) － －115.5～－89.2 kg-CO2eq/ton-FW 
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附録 4 素材代替前後のプラスチック製容器包装の素材構成 
 
 
Before material replacement 
LDPE HDPE PP PS EPS PET PVC 100% PLA PLA+PBSA
 Group     Density: 0.92 0.95 0.90 1.04 1.04 1.29 1.30 1.26 1.24
Containers Foam trays 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0
 Food containers 0.0 15.4 18.2 25.3 25.3 15.7 0.1 0.0 0.0
 Commodity bottles 0.0 31.5 31.5 0.0 0.0 37.0 0.0 0.0 0.0
 Other containers 0.0 16.2 16.2 49.2 0.0 18.4 0.0 0.0 0.0
Packaging Food packaging 22.7 22.7 34.4 0.0 0.0 0.2 20.0 0.0 0.0
 Shopping bags 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
 Other packaging 23.3 23.3 41.8 11.1 0.0 0.4 0.1 0.0 0.0
 Trash bags 50.0 50.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
 
 
After biomass-based replacement 
LDPE HDPE PP PS EPS PET PVC 100% PLA PLA+PBSA
Containers Foam trays 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0
 Food containers 0.0 1.4 1.6 2.2 2.2 1.4 0.0 91.2 0.0
 Commodity bottles 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0 0.0
 Other containers 0.0 16.2 16.2 49.2 0.0 18.4 0.0 0.0 0.0
Packaging Food packaging 7.0 7.0 10.7 0.0 0.0 0.1 6.2 0.0 69.0
 Shopping bags 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0
 Other packaging 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 43.0 57.0
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附録 5 バイオマスプラスチックによる素材代替効果解析：単位プロセスの設定パラメータ 
Processes and parameters Value Unit Specific features Reference 
Fossil-derived pellet production 
 GHG emissions intensity LDPE pellets 1.52 t-CO2eq tonne-1  [157] 
  HDPE pellets 1.33 t-CO2eq tonne-1  [157] 
  PP pellets 1.48 t-CO2eq tonne-1  [157] 
  PS pellets 1.92 t-CO2eq tonne-1  [157] 
  EPS pellets 1.94 t-CO2eq tonne-1  [157] 
  PET pellets 1.58 t-CO2eq tonne-1  [157] 
  PVC pellets 1.45 t-CO2eq tonne-1  [157] 
Biomass-based pellet production 
 GHG emissions intensity PLA pellets 1.26 t-CO2eq tonne-1  [139] 
  PBSA pellets 1.60 t-CO2eq tonne-1 Mean for fossil-derived pellet production. Assumed 
Importation of PLA pellets 
 GHG emissions intensity  0.29 t-CO2eq tonne-1 Assumed equal to corn imports from the USA [169], Estimated 
Separate collection 
 Diesel consumption Source separation 12.3 L m-3 Pressed volume basis (0.13 tonne m-3). Estimated 
  Collected as mixed waste 4.1 L m-3 Pressed volume basis (0.37 tonne m-3). Estimated 
Incineration      
 Electricity consumption Regression coefficient 30.6 kWh tonne-1 waste  [164] 
  Regression coefficient 0.0026 kWh MJ-1 waste  [164] 
  Regression coefficient 0.0150 kWh m-3 wet gas  [164] 
  Regression coefficient 28.3 kWh tonne-1 ash  [164] 
 CH4 emissions intensity Exhaust gas 0.96 g-CH4 tonne-1  [170] 
 Moisture content of residue  18.1 %  [164] 
 Electricity production  
efficiency 
 10.0 % 
For energy recovery case; 
produced by steam turbine 
Assumed 
Landfilling      
 Electricity consumption  6.38 kWh tonne-1  [171] 
114 
 
 Diesel consumption  0.763 L tonne-1  [171] 
 Biodegradation rate PLA 85.8 % Semi-aerobic conditions [165] 
 
 PBSA 85.8 % 
Semi-aerobic conditions; 
assumed to equal to be the rate for PLA 
Assumed 
 CH4 content in landfill gas PLA 14.0 % Semi-aerobic conditions [165] 
  
PBSA 14.0 % 
Semi-aerobic conditions; 
assumed to equal to be the rate of PLA 
Assumed 
Pretreatment (baling of plastic containers and packaging) 
 Electricity consumption  138 kWh tonne-1  [172] 
 Yield of plastic bales  92 %  [172] 
Material recycling 
 Electricity consumption  419 kWh tonne-1 of bales  [160] 
 Diesel consumption  11 L tonne-1 of bales  [160] 
 COG consumption  17 m3 tonne-1 of bales  [160] 
 Yield of recycled pellets  52 %  [160] 
 Substitution rate  50 %  [160] 
 GHG emissions reduction 
through substitution 
 0.378 t-CO2eq tonne-1 of bales  [161], Estimated 
Chemical recycling: Coke oven chemical recycling 
 Electricity consumption  307 kWh tonne-1 of bales  [160] 
 COG consumption  104 m3 tonne-1 of bales  [160] 
 GHG emissions reduction 
through substitution 
 3.38 t-CO2eq tonne-1 of bales  [160], Esimated 
Chemical recycling: Blast furnace feedstock recycling 
 Electricity consumption Reducing agent production 291 kWh tonne-1 of bales  [160] 
 COG consumption Reducing agent production 7.0 m3 tonne-1 of bales  [160] 
 Kerosene consumption Reducing agent production 8.0 L tonne-1 of bales  [160] 
 Coking coal Pig iron production 42,500 kg tonne-1 of bales  [160] 
 Oil coke Pig iron production 14.0 kg tonne-1 of bales  [160] 
 GHG emissions reduction 
through substitution 
 106 t-CO2eq tonne-1 of bales  [160], Estimated 
115 
 
Chemical recycling: Gasification 
 Electricity consumption  583 kWh tonne-1 of bales  [160] 
 Diesel consumption  0.428 L tonne-1 of bales  [160] 
 Natural gas consumption  0.005 m3 tonne-1 of bales  [160] 
 GHG emissions reduction 
through substitution 
 7.15 t-CO2eq tonne-1 of bales  [160], Estimated 
Super heated steam treatment and ring-opening polymerization 
 Electricity consumption Super heated steam  
treatment 
27.0 kWh tonne-1 of bales  [153] 
  Ring-opening 
polymerization and  
PLA pellet production 
2,120 kWh tonne-1 of PLA  [153] 
 
LPG consumption 
Super heated steam 
treatment 
14.2 m3 tonne-1 of bales  [153] 
 Yield of  
recycled PLA pellets 
 90.3 %  
[153], 
Estimated 
Hyperthermal hydrolysis and anaerobic digestion 
 Electricity consumption Anaerobic digestion 440 kWh tonne-1 of total solids  [155] 
  Wastewater treatment 32.5 kWh m-3 of wastewater  [155] 
 Biodegradation rate PLA 72.5 %  [155] 
  PBSA 72.5 % Assumed to equal to be the ratio of PLA. Assmp. 
 CH4 emissions intensity Wastewater 5.9 g-CH4 m-3 of wastewater  [173] 
 Electricity production  
efficiency 
 37.3 % Produced by gas engine. [155] 
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附録 6 廃食用油を原料とするバイオ燃料の技術革新効果解析：単位プロセスの設定パラメータ 
Process and parameters Values Units Specific features References 
Collection 
 Diesel consumption Collected as mixed 
waste 
0.109 L/kL of WCO Allocated basing on weight Estimated 
  Source separation 11.4 L/kL of WCO From households Estimated 
  Source separation 9.07 L/kL of WCO From businesses  
Incineration with energy recovery 
 Electricity consumption  158 kWh/ton of WCO  [164] and calculation 
 Electricity production efficiency  15.0 % Produced by steam turbine Assumed 
 Emission factor CH4 0.120 kg/ton of carbon  [215] 
  N2O 0.565 kg/ton of WCO  [170] 
  SOx 150 g/ton of WCO All sulfur (S) content in waste cooking oil was 
assumed to be emitted in this process 
Calculation 
  NOx 500 g/ton of WCO  [216] 
  PM2.5 798 g/ton of WCO  [214] and calculation 
  PM10 108 g/ton of WCO  [214] and calculation 
  CO2 100 kg/ton of waste 
glycerin 
 Calculation 
FAME-type BDF production by alkali catalysis method 
 Waste cooking oil consumption  1.04 L/L of BDF  Data obtained from Kyoto 
city 
 Methanol consumption  0.131 kg/L of BDF  Data obtained from Kyoto 
city 
 KOH consumption  7.60 g/L of BDF  Data obtained from Kyoto 
city 
 Paraffin consumption  0.0274 L/L of BDF  Data obtained from Kyoto 
city 




 Waste glycerin generation  0.396 L/L of BDF  Data obtained from Kyoto 
city 
HBD production by catalytic cracking and hydrogenation method 
 Wastewater generation  0.0400 L/L of WCO  Data by demonstration test 
 Electricity consumption  0.240 kWh/L of WCO  Data by demonstration test 
 H2 consumption  0.0926 m3/L of WCO  Data by demonstration test 
 N2 consumption  0.125 kg/L of WCO Used as carrier gas Data by demonstration test 
 Heat energy consumption  9.07 MJ/L of WCO Supplied by high- and low-boiling oils, and offgas Data by demonstration test 
 Products and produced energy HBD 0.50 L/L of WCO  Data by demonstration test 
  High-boiling-point oil 0.04 L/L of WCO  Data by demonstration test 
  Low-boiling-point oil 0.16 L/L of WCO  Data by demonstration test 
  Offgas 0.13 m3/L of WCO  Data by demonstration test 
 Emission factor CH4 0.00590 kg/m3 of 
wastewater 
 [217] 
Diesel fuel production 
 Electricity consumption  0.0075 kWh/L  [206] 
 Emission factor CO2 0.091 g/L  [206] 
  SOx 0.087 g/L  [206] 
  NOx 0.071 g/L  [206] 
  PM 9.0×10-5 g/L All PM was regarded as PM10 [206] 
Running household waste collection vehicle 
 Emission factor CO2 2.62 kg/L  [170] 
 (diesel fuel, new short-term st.) SOX 1.16 g/L All sulfur (S) content in diesel fuel was assumed to 
be emitted in this process 
Calculation 
  NOX 18.8 g/L  Emission testing, calculation 
  PM2.5 2.85 mg/L  Emission testing; [208]; and 
calculation 
  PM10 1.29 mg/L  Emission testing; [208]; and 
calculation 
 Emission factor CO2 2.62 kg/L  [170] 
 (diesel fuel, new long-term st.) SOX 1.16 g/L All sulfur (S) content in diesel fuel was assumed to 




  NOX 4.29 g/L  Emission testing, calculation 
  PM2.5 1.08 mg/L  Emission testing; [208]; and 
calculation 
  PM10 4.91 mg/L  Emission testing; [208]; and 
calculation 
 Emission factor 
(FAME-type BDF, new short-term 
st.) 
CO2 0.133 kg/L Carbon derived from methanol was considered Calculation 
  SOX 0.00405 g/L All sulfur (S) content in waste cooking oil was 
assumed to be emitted in this process 
Calculation 
  NOX 17.3 g/L  Emission testing, calculation 
  PM2.5 5.92 mg/L  Emission testing; [208]; and 
calculation 
  PM10 26.8 mg/L  Emission testing; [208]; and 
calculation 
 Emission factor SOX 0.00405 g/L All sulfur (S) content in waste cooking oil was 
assumed to be emitted in this process 
Calculation 
 (HBD, new long-term st.) NOX 4.29 g/L Assumed to be equal to the factor in fossil-derived 
diesel case 
Calculation 
  PM2.5 1.08 mg/L Assumed to be equal to the factor in fossil-derived 
diesel case 
Assumed 
  PM10 4.91 mg/L Assumed to be equal to the factor in fossil-derived 
diesel case 
Assumed 
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Foods Papers Plants Woods Plastics
調理くず 食べ残し 手つかず その他 使捨商品 古紙 容器包装 その他 容器包装 その他
紙おむつ その他 PET PET以外 商品
LHV MJ/t-wet 887 2,520 3,460 5,444 3,473 10,937 14,284 16,284 10,937 11,192 11,192 19,712 38,254 38,796
三成分 水分 % 81.10% 78.36% 72.76% 65.95% 78.40% 30.20% 6.30% 5.80% 30.20% 35.00% 35.00% 7.70% 7.70% 1.0%
可燃分 % 13.34% 20.07% 25.79% 32.40% 20.26% 62.34% 86.02% 94.01% 62.34% 60.94% 60.94% 90.36% 90.36% 94.2%
灰分 % 5.56% 1.57% 1.45% 1.65% 1.34% 7.46% 7.68% 0.19% 7.46% 4.06% 4.06% 1.94% 1.94% 4.8%
元素組成 f-炭素（C） %-湿重 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 10.40% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 56.47% 74.59% 78.03%
b-炭素（C） %-湿重 6.95% 10.60% 12.96% 16.94% 2.74% 29.48% 38.14% 41.82% 29.48% 31.00% 31.00% 0.00% 0.00% 0.00%
水素（H） %-湿重 0.96% 1.47% 1.79% 2.35% 1.34% 4.34% 5.62% 6.59% 4.34% 3.93% 3.93% 3.76% 10.94% 10.16%
窒素（N） %-湿重 0.53% 0.83% 0.81% 1.12% 0.00% 0.20% 0.37% 0.19% 0.20% 0.55% 0.55% 0.00% 0.00% 0.00%
酸素（O） %-湿重 4.82% 7.09% 10.15% 11.90% 5.20% 28.20% 41.88% 45.40% 28.20% 25.34% 25.34% 30.12% 1.72% 0.50%
元素合計 %-湿重 13.26% 19.99% 25.71% 32.31% 19.69% 62.21% 86.02% 94.01% 62.21% 60.81% 60.81% 90.36% 87.24% 88.69%
家庭系ごみ・事業系ごみ・持ち込みごみ（つづき） 廃食用油
Glasses Metals Textiles Others
びん その他 アルミ缶 スチール缶 その他 ゴム・皮革 陶磁器 その他 廃食用油
LHV MJ/t-wet 0 0 0 0 0 19,411 25,836 0 7,739 38,781
三成分 水分 % 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 5.00% 1.00% 0.00% 40.00% 0.20%
可燃分 % 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 92.97% 80.92% 0.00% 40.67% 99.80%
灰分 % 100.00% 100.00% 100.00% 100.00% 100.00% 2.03% 18.08% 100.00% 19.33% 0.00%
元素組成 f-炭素（C） %-湿重 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 24.19% 57.45% 0.00% 0.00% 0.00%
b-炭素（C） %-湿重 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 24.19% 0.00% 0.00% 21.52% 76.94%
水素（H） %-湿重 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 6.23% 6.47% 0.00% 2.77% 11.53%
窒素（N） %-湿重 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 2.77% 1.57% 0.00% 1.09% 0.00%
酸素（O） %-湿重 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 35.05% 12.03% 0.00% 15.14% 10.93%
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